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第１編 一般事項 

 

第１章 一般事項 

 

本要領は、建築保全業務積算基準（以下、「積算基準」という。）に基づき、建築保全業務の積

算をするための標準的な考え方、具体的な資料等を示すものである。積算基準に定めのないもの、

又は対象建築物等の用途、規模、立地、築年数、保全状況その他の事情が通常と比較して著しく

異なる場合は、本要領の例によらず、当該保全業務の内容に応じて、適正に積算するものとする。 

 

第２章 保全業務費の算定 

2.1 直接人件費の算定 

2.1.1 労務数量 

(a) 労務数量は、歩掛りに機器の台数、点検回数並びに清掃面積、清掃回数等の所要数量を

乗じて算定する。 

なお、標準歩掛りは第２編による。 

(b) 正規の勤務時間（午前 5 時から午後 10 時までの時間帯における 8 時間内で業務に従事

する時間をいう。以下、同じ。）を延長し、又は正規の勤務時間外に業務を実施する場合

は、当該業務に必要な技術者の人員数を定め、これに当該必要時間数を乗じて算定する。 

 

2.1.2 労務単価 

(a) 歩掛りに乗じる労務単価は、表 2.1 の左欄に掲げる技術者区分に応じたものとする。 

なお、第 2 編の標準歩掛りは、表 2.1 の左欄に示す技術者が当該業務を実施した場合

に必要とする業務量を示したものであり、契約書等に特記のない限り、表 2.1 の左欄に

示す技術者が当該業務を実施することを拘束するものではない。 

(b) 労務単価は、業務に従事する時間帯に応じ、次のとおりに区分する。ただし、業務の実

施形態により、これらによりがたい場合は、別途必要な費用を積算する。 

(1) 日割基礎単価： 正規の勤務時間内に業務を行う場合の 1 日（8時間）当たりの単価

で、表 2.1 に定める各技術者等の年間当りの平均的な賃金（基本給、家族手当、住宅手

当、通勤手当等の基準内手当及び賞与）を当該平均的な年間労働日数で除したものとす

る。 

(2) 時間外単価： 正規の勤務時間を超えて業務を行う場合の 1時間当たりの単価で、日

割基礎単価から賞与、通勤手当、家族手当、その他労働基準法施行規則第 21 条に定め

るものを除いたものを１時間当たりの単価に換算したもの（以下 ｢割増基礎単価｣ と

いう。）に 1.25 以上の値（ただし、午後 10 時から午前 5時までの時間帯に業務を行う

場合は 1.5 以上の値）を乗じたものとする。 

(3) 夜勤単価： 午後 10 時から午前 5時までの時間帯に業務を行う場合（(2)に該当する

場合を除く）の 1 時間当たりの単価で、日割基礎単価を１時間当たりの単価に換算し

たものに、割増基礎単価に 0.25 以上の値を乗じたものを加えたものとする。 

(c) 正規の勤務時間内に業務を行う場合における歩掛りに乗ずる労務単価は、日割基礎単

価とする。 

(d) 時間外手当は、(b)(2)に定める正規の勤務時間を超えて業務を行う場合の当該業務の

時間数に時間外単価を乗じたものとし、次により算定する。 

（時間外手当）＝（時間外単価）×（時間数） 

(e) 夜勤手当は、(b)(3)に定める時間帯に業務を行う場合の当該業務の時間数に夜勤単価

を乗じたものとし、次により算定する。 

   （夜勤手当）＝（夜勤単価）×（時間数） 

(f) 宿直手当は、宿直回数に宿直単価（現場に宿直する場合の当該宿直に対する定額単価

で(b)(1)～(3)までに掲げる以外のもの）を乗じたものとし、次により算定する。 

   （宿直手当）＝（宿直単価）×（回数） 
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表 2.1 技術者区分 

区分 技能・実務経験等 

保全技師Ⅰ 受変電設備、自家発電設備又は昇降機（以下「受変電設備等」という。）の点

検整備業務について、高度な技術力及び判断力並びに作業の指導等の総合的な

技能を有し、実務経験 15 年以上程度の者 

保全技師Ⅱ 受変電設備等以外の設備の点検整備業務について、高度な技術力及び判断力

並びに作業の指導等の総合的な技能を有し、実務経験 15 年以上程度の者 

保全技師Ⅲ 建築業務について作業の内容判断ができる技術力及び必要な技能を有し、一

級建築士資格取得後実務経験３年以上若しくは二級建築士資格取得後実務経験

５年程度以上の者又は建築系大学卒業後実務経験８年以上程度の者 

保全技師補 (1) 設備の点検整備業務について、作業の内容判断ができる技術力及び必要な

技能を有し、実務経験 10 年以上 15 年未満程度の者 

(2) 運転・監視及び日常的な点検保守業務について、高度な技術力及び判断力

並びに作業の指導等の総合的な技能を有し、実務経験 10 年以上程度の者 

保全技術員 (1) 設備の点検整備業務について、保全技師又は保全技師補の指示に従って作

業を行う能力を有し、実務経験５年以上 10 年未満程度の者 

(2) 運転・監視及び日常的な点検保守業務について、作業の内容判断ができる

技術力及び必要な技能を有し、実務経験５年以上 10 年未満程度の者 

保全技術員補 (1) 設備の点検整備業務について、保全技術員の指示に従って作業を行う能力

を有し、実務経験５年未満程度の者 

(2) 運転・監視及び日常的な点検保守業務について、保全技術員の指示に従っ

て作業を行う能力を有し、実務経験５年未満程度の者 

清掃員Ａ １級ビルクリーニング技能士の資格を有する者又は清掃業務について作業の

内容判断ができる技術力及び作業の指導等の総合的な技能を有し実務経験６年

以上程度の者 

清掃員Ｂ ２級ビルクリーニング技能士の資格を有する者、３級ビルクリーニング技能

士の資格取得後実務経験２年以上程度の者又は清掃業務について作業の内容判

断ができる技術力及び必要な技能を有し実務経験３年以上６年未満程度の者 

清掃員Ｃ 清掃業務について、清掃員Ａ又は清掃員Ｂの指示に従って作業を行う能力を

有し、実務経験３年未満程度の者 

警備員Ａ 施設警備業務１級の検定資格を有する者又は警備業務について高度な技術力

及び判断力並びに作業の指導等の総合的な技能を有し、実務経験６年以上程度

の者 

警備員Ｂ 施設警備業務２級の検定資格を有する者又は警備業務について作業の内容判

断ができる技術力及び必要な技能を有し、実務経験３年以上６年未満程度の者 

警備員Ｃ 警備業務について、警備員Ａ又は警備員Ｂの指示に従って作業を行う能力を

有し、実務経験３年未満程度の者 

 

2.2 直接物品費の算定 

(a) 直接物品費を構成する各費用は、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去の実

績等から費用を算定し、それらを集計する。 

(b) 直接物品費率は、表 2.2 の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる範囲内

において、対象建築物の規模、用途、立地条件、築年数、保全状況その他の事情、過去の実

績等を考慮し定める。 

(c) 積算基準第 2 章 2.2.2(b)のうち以下に要する費用については、表 2.2 の直接物品費率に

含まれないため、必要に応じて別途積み上げにより加算する。 

・消耗品のうち衛生消耗品 

・消耗部品、材料のうち共通仕様書で支給品となっているもの 

・共通仕様書の保守の範囲に含まれない部品・材料 
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・機械器具のうち、設備機器に附属して設置されているもの 

・その他において作業床高さが 2m 以上の足場で、共通仕様書で支給品となっていないもの 

・雑費に掲げられるもの 

 

表 2.2 直接物品費率 

区        分 
直接物品費率 

大区分 中区分 小区分 

(1)定期点

検等及び保

守 

①建築 
(ア) 外部、内部及び構造部 

1～3% 
(イ) 自動ドア、電動書架及び免震部材等 

②電気設

備 

(ア) a.電灯・動力設備 

1～3% 

 b.通信・情報設備 （拡声装置､誘導支援装置､映像・音響

装置､情報表示装置、テレビ共同受信装置、テレビ電波

障害防除装置に限る） 

 c.外灯、航空障害灯、雷保護設備及び構内配電線路・構内

通信線路 

(ｲ) a.受変電設備、自家発電設備、直流電源設備、交流無停電 
電源設備、太陽光発電設備、風力発電設備 

b.通信・情報設備（構内情報通信網装置、構内交換装置、

監視カメラ装置、駐車場管制装置、防犯・入退室管理装

置に限る） 

8～12% 

③機械設

備 

(ア) a.鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー及び温風暖房機のシーズ 

ンオン点検 

b.チリングユニット、空気熱源ヒートポンプユニット、遠 

心冷凍機、パッケージ形空気調和機、ガスエンジンヒー 

トポンプ式空気調和機及び冷却塔のシーズンオン点検 

c.空気調和等関連機器（熱交換器及びヘッダー又は密閉

形 
隔膜式膨張タンクのシーズンイン点検を除く）、給排水 
衛生機器（貯湯タンクのシーズンイン点検を除く）、ダ 
クト・配管・水質管理、浄化槽、井戸、雨水利用設備 

1～3% 

(イ) a.鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー及び温風暖房機のシーズ 

ンイン点検、真空式温水発生機及び無圧式温水発生機 

b.チリングユニット､ 空気熱源ヒートポンプユニット､  

遠心冷凍機、氷蓄熱ユニット及び冷却塔のシーズンイン 

点検及びシーズンオフ点検 

c.パッケージ形空気調和機及びガスエンジンヒートポン 

プ式空気調和機のシーズンイン点検 

d.吸収冷凍機､ 吸収冷温水機及び吸収冷温水機ユニット 

e.熱交換器､ ヘッダー又は密閉形隔膜式膨張タンク及び

貯湯タンクのシーズンイン点検 

8～12% 

④監視制御設備 1～3% 

⑤防災設備 1～3% 

⑥搬送設

備 

( ｱ ) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機 

（ＰＯＧ契約） 
8～12% 

(イ) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機 
（フルメンテナンス契約） 

32～38% 

( ｳ ) 機械式駐車設備 1～3% 

⑦工作物・外構等 1～3% 
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(2)運転・

監視及び日

常点検・保

守 

①運転・監視及び日常点検・保守 1～3% 

(3)清掃 ①清掃 4～6% 

(4)執務環

境測定等※

１ 

①空気環境測定及び照度測定 

1～3% 
②吹付け石綿等の点検      

(5)警備※２ ①施設警備 1～3% 

※１ ねずみ等の調査及び防除については、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去

の実績等から費用を算定する。 

※２ 機械警備については、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去の実績等から費

用を算定する。 

 

2.3 業務管理費の算定 

(a) 業務管理費を構成する各費用は、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去の実

績等から費用を算定し、それらを集計する。 

(b) 業務管理費率は、表 2.3 の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる範囲内

において、対象建築物の規模、用途、立地条件、築年数、保全状況その他の事情及び過去の

実績等を考慮し定める。 

(c) 保全業務を行う場所が離島又は遠隔地のため、当該地に技術者を確保できない等の特別

の事情がある場合に、当該業務を行うのに必要な技術者の交通費・宿泊費及び移動に要する

時間に相当する人件費は、表 2.3 の業務管理費率に含まれないため、必要に応じて別途積み

上げにより加算する。 

 

表 2.3 業務管理費率 

区        分 
業務管理費率 

大区分 中区分 小区分 

(1)定期点

検等及び保

守 

①建築 
(ア) 外部、内部及び構造部 25～29% 

(イ) 自動ドア、電動書架及び免震部材等 19～23% 

②電気設備 

(ア) a.電灯・動力設備 

19～23% 

 b.通信・情報設備 （拡声装置､誘導支援装置､映像・音

響装置､情報表示装置、テレビ共同受信装置、テレビ

電波障害防除装置に限る） 

 c.外灯、航空障害灯、雷保護設備及び構内配電線路・

構内通信線路 

( ｲ ) a.受変電設備、自家発電設備、直流電源設備、交流無

停電電源設備、太陽光発電設備、風力発電設備 

b.通信・情報設備（構内情報通信網装置、構内交換装置、

監視カメラ装置、駐車場管制装置、防犯・入退室管

理装置に限る） 

32～36% 

③機械設備 

(ア) a.鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー及び温風暖房機のシ

ーズンオン点検 

b.チリングユニット、空気熱源ヒートポンプユニット、

遠心冷凍機、パッケージ形空気調和機、ガスエンジ

ンヒートポンプ式空気調和機及び冷却塔のシーズン

オン点検 

19～23% 
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(1)定期点

検等及び保

守 

③機械設備 

 c.空気調和等関連機器（熱交換器及びヘッダー又は密

閉形隔膜式膨張タンクのシーズンイン点検を除く）、

給排水衛生機器（貯湯タンクのシーズンイン点検を

除く）、ダクト・配管・水質管理、浄化槽、井戸、雨

水利用設備 

19～23% 

(イ) a.鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー及び温風暖房機のシ

ーズンイン点検、真空式温水発生機及び無圧式温水

発生機 

b.チリングユニット､ 空気熱源ヒートポンプユニッ

ト､ 遠心冷凍機、氷蓄熱ユニット及び冷却塔のシー

ズンイン点検及びシーズンオフ点検 

c.パッケージ形空気調和機及びガスエンジンヒートポ

ンプ式空気調和機のシーズンイン点検 

d.吸収冷凍機､ 吸収冷温水機及び吸収冷温水機ユニッ   

 ト 

e.熱交換器､ ヘッダー又は密閉形隔膜式膨張タンク及

び貯湯タンクのシーズンイン点検 

32～36% 

④監視制御設備 19～23% 

⑤防災設備 19～23% 

⑥搬送設備 

(ア) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機 
（ＰＯＧ契約） 

50～56% 

 

(イ) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機 
（フルメンテナンス契約） 

39～45% 

(ウ) 機械式駐車設備 19～23% 

⑦工作物・外構等 25～29% 

(2)運転・

監視及び日

常点検・保

守 

①運転・監視及び日常点検・保守 19～23% 

(3)清掃 ①清掃 13～17% 

(4)執務環

境測定等※

１ 

①空気環境測定及び照度測定 19～23% 

②吹付け石綿等の点検      25～29% 

(5)警備※２ ①施設警備 18～22% 

※１ ねずみ等の調査及び防除については、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過

去の実績等から費用を算定する。 

※２ 機械警備については、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去の実績等から

費用を算定する。 

 

注１）電気事業法に定めるところに従い主任技術者を必要とし、当該業務に含む場合等は、当該

技術者の業務の内容及び形態に応じ、その費用を加算する。 

 

2.4 一般管理費等の算定 

(a) 一般管理費等を構成する各費用は、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去の

実績等から費用を算定し、それらを集計する。 

(b) 一般管理費等率は、表 2.4 の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる範囲

内において、保全業務を受注しようとする法人の形態、目的、規模及びその他必要な事項を

考慮して定める。 
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表 2.4 一般管理費等率 

区        分 一般管理

費等率 大区分 中区分 小区分 

(1)定期点

検等及び保

守 

①建築 

8～13% 

②電気設備 

③機械設備 

④監視制御設備 

⑤防災設備 

⑥搬送設備 
(ア ) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機 10～15% 

(イ ) 機械式駐車設備 8～13% 

⑦工作物・外構等 8～13% 

(2)運転・監 
視及び日常

点検・保守 

①運転・監視及び日常点検・保守 8～13% 

(3)清掃 ①清掃 14～19% 

(4)執務環

境測定等※

１ 

①空気環境測定及び照度測定 8～13% 

②吹付け石綿等の点検      8～13% 

(5)警備※２ ①施設警備 9～14% 

※１ ねずみ等の調査及び防除については、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過

去の実績等から費用を算定する。 

※２ 機械警備については、当該業務に係る見積り、刊行物の掲載価格又は過去の実績等から

費用を算定する。 
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第２編 標準歩掛り 
 

第１章 一般事項 

 

(a) 本編で定める歩掛りは、脚立等の昇降程度で可能な範囲の業務に対応する標準的な歩掛り

で、技術者の技術水準を特定した場合のものである。 

(b) 周期は、次による。 

(1)「４／Ｄ」は、１日に 4 回行うものとする。  

(2)「１Ｄ」は、１日ごとに行うものとする。 

(3)「１Ｗ」は、１週ごとに行うものとする。 

(4)「２／Ｍ」は、１月に２回行うものとする。 

 (5)「１Ｍ」は、１月ごとに行うものとする。 

 (6)「２Ｍ」は、２月ごとに行うものとする。 

 (7)「３Ｍ」は、３月ごとに行うものとする。 

 (8)「６Ｍ」は、６月ごとに行うものとする。 

 (9)「２／Ｙ」は、１年に２回行うものとする。 

 (10)「１Ｙ」は、１年ごとに行うものとする。 

(11)「３Ｙ」は、３年ごとに行うものとする。 

(12)「５Ｙ」は、５年ごとに行うものとする。 

  (13)「６Ｙ」は、６年ごとに行うものとする。 

(14)「10Ｙ」は、１０年ごとに行うものとする。 

(c) 共通仕様書に掲げる点検周期が「周期Ⅰ」及び「周期Ⅱ」の二種類設定されている場合、歩

掛り表の点検周期の欄に掲げる値は「周期Ⅰ」の場合であるため、「周期Ⅱ」を適用する場合

は見積りによる。 

(d) 特記により、官公庁施設の建設等に関する法律第 12 条又は建築基準法第 12 条による点検

（以下「12 条点検」という。）の実施が示された場合は次による。 

(1) 12 条点検で、共通仕様書第２編 1.2.2(b)の点検項目Ａ（昇降機は除く。）に示す点検項目

は、共通仕様書第２編表 2.2.1 から表 8.4.2 及び第５編表 4.2.1 の備考欄に［12 条点検］

として示されている。点検項目Ａに示す 12 条点検を実施する場合は、建築保全業務積算要

領に示す点検の歩掛りを適用する。 

また、実施は必要な資格を有する者によるものとする。 

(2) 12 条点検で、共通仕様書第２編 1.2.2(b)の点検項目Ｂに示す点検項目を実施する場合は

見積りによる。 

(e) 歩掛りの端数処理は、第１編表 2.2 及び表 2.3 の区分欄に掲げる業務を表 1.1 に掲げる分

類１から分類 17 までに掲げる業務に分類して、それぞれに集計した歩掛りに小数点２位以下

の端数がある場合は小数点第２位の数値を切捨てるものとする。ただし、当該集計したものが

１に満たない場合にあっては、小数点第１位の数値が５以下の場合は 0.5、小数点第１位の数

値が５を超える場合は 1.0 に切上げるものとする。 
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表 1.1 業務分類 

区        分 
分類 

大区分 中区分 小区分 

(1)定期点

検等及び保

守 

①建築 (ｱ) 外部、内部及び構造部 分類１ 

(ｲ) 自動ドア、電動書架及び免震部材等 分類２ 

②電気設備 

(ｱ) ａ．電灯・動力設備 

ｂ．通信・情報設備 （拡声装置､誘導支援装置､映像・音響装

置､情報表示装置、テレビ共同受信装置、テレビ電波障害防除

装置に限る） 

ｃ．外灯、航空障害灯、雷保護設備及び構内配電線路・構内通

信線路 

分類３ 

(ｲ)  ａ．受変電設備、自家発電設備、直流電源設備、交流無停電電

源設備、太陽光発電設備、風力発電設備 

ｂ．通信・情報設備（構内情報通信網装置、構内交換装置、監 

視カメラ装置、駐車場管制装置、防犯・入退室管理装置に限

る） 

分類４ 

③機械設備 

(ｱ)  ａ．鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー及び温風暖房機のシーズン

オン点検 

ｂ．チリングユニット、空気熱源ヒートポンプユニット、遠心

冷凍機、パッケージ形空気調和機、ガスエンジンヒートポン

プ式空気調和機及び冷却塔のシーズンオン点検 

ｃ．空気調和等関連機器（熱交換器及びヘッダー又は密閉形隔

膜式膨張タンクのシーズンイン点検を除く）、給排水衛生機

器（貯湯タンクのシーズンイン点検を除く）、ダクト・配

管・水質管理、浄化槽、井戸、雨水利用設備 

分類５ 

(ｲ)  ａ．鋳鉄製ボイラー、鋼製ボイラー及び温風暖房機のシーズン

イン点検、真空式温水発生機及び無圧式温水発生機 

ｂ．チリングユニット､ 空気熱源ヒートポンプユニット､ 遠心

冷凍機、氷蓄熱ユニット及び冷却塔のシーズンイン点検及び

シーズンオフ点検 

ｃ．パッケージ形空気調和機及びガスエンジンヒートポンプ式

空気調和機のシーズンイン点検 

ｄ．吸収冷凍機､ 吸収冷温水機及び吸収冷温水機ユニット 

ｅ．熱交換器､ ヘッダー又は密閉形隔膜式膨張タンク及び貯湯 

タンクのシーズンイン点検 

分類６ 

④監視制御設備 分類 7 

⑤防災設備 分類８ 

⑥搬送設備 

(ｱ) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機（ＰＯＧ

契約） 
分類９ 

(ｲ) エレベーター､ エスカレーター及び小荷物専用昇降機 

（フルメンテナンス契約） 
分類 10 

(ｳ) 機械式駐車設備 分類 11 

⑦工作物・外構等 分類 12 

(2)運転・

監視及び日

常点検・保

守  
 

①運転・監視及び日常点検・保守 分類 13 
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(3)清掃 ①清掃 分類 14 

(4)執務環

境測定等 
①空気環境測定及び照度測定 分類 15 

②吹付け石綿等の点検      分類 16 

(5)警備 ①施設警備 分類 17 
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第２章 定期点検等及び保守 

 

2.1 建築 

2.1.1 一般事項 

(a) 歩掛り表で、延べ面積により歩掛り欄が分かれているものについては、当該建築物の延べ面積が該当する欄の歩掛りを使用する。 

(b) 歩掛り表は、建物１棟ごとに適用する。 

 

2.1.2 外部 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り （人） 

備  考 

延べ面積 

 

1,000 ㎡以下 

延べ面積 

1,000 ㎡超 

2,250 ㎡以下 

延べ面積 

2,250 ㎡超 

4,500 ㎡以下 

延べ面積 

4,500 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

延べ面積 

10,000 ㎡超 

22,500 ㎡以下 

延べ面積 

22,500 ㎡超 

 

保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 

1.屋根 (1)陸屋根 

（塔屋を含む） 
１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.052 0.048 0.044 0.039 0.037 0.035 

・ルーフドレン及びとい

を含む。 

・シーリング材を含む。 (2)勾配屋根（長尺金属葺、折板葺、

粘土瓦葺等） 
１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.079 0.072 0.066 0.059 0.056 0.052 

(3)屋上機器及び工作物 １Ｙ   見積りによる。  

(4)パラペット及び丸環 １Ｙ  10ｍ１回当り 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 

(5)手すり １Ｙ  10ｍ１回当り 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 

(6)点検口 １Ｙ  １箇所１回当り 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 

(7)トップライト １Ｙ  １箇所１回当り 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 ・２ｍ角程度まで。 

2.外壁 (1)コンクリート打放し仕上げ １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.052 0.048 0.044 0.039 0.037 0.035 ・シーリング材を含む。 

(2)モルタル塗り､ タイル張り、石張

り 
１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.108 0.099 0.090 0.081 0.076 0.072 

 

(3)金属製カーテンウォール､ ＰＣ

カーテンウォール、ＡＬＣパネル 
１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.072 0.066 0.060 0.054 0.051 0.048 

 

(4)塗装 

１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.072 0.066 0.060 0.054 0.051 0.048 

・モルタル下地の場合は

モルタル塗りを適用す

る｡ 

(5)サイディング １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.072 0.066 0.060 0.054 0.051 0.048  

(6)目隠しパネル １Ｙ   見積りによる。 

(7)広告板、空調屋外機等 １Ｙ   見積りによる。 

(8)タラップ 
１Ｙ 

５ｍ以下のもの １箇所１回当り 0.005 

５ｍを超えるもの １ｍ１回当り 0.001  

3.ひさし（車寄

せ）・とい・タ

ラップ 

防水層及び保護層、金属葺、アスファ

ルトスレート葺等 １Ｙ  30 ㎡１回当り 0.034 

・シーリング材を含む。 

4.軒天井及びひさ

し下端 

ボード類張り、金属成形板張り 
１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.016 0.015 0.014 0.012 0.011 0.011  

5.外部床 コンクリート、モルタル、タイル、石、

合成樹脂塗床 

１Ｙ  100 ㎡１回当り 0.025 0.023 0.021 0.018 0.017 0.016 

・シーリング材を含む。 

・視覚障害者誘導用ブロ

ックを含む。 
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6.屋外階段 

 

 

 

(1)仕上げ及び構造体 

 

 

１Ｙ  １階１回当り 0.018 0.015 0.014 0.012 0.011 0.011 

・階高４ｍ程度、コンク

リート造手すり及びノ

ンスリップを含む。 

(2)手すり １Ｙ 金属製 10ｍ１回当り 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002  

7.バルコニー 

 

(1)床 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.025 0.023 0.021 0.018 0.017 0.016  

(2)手すり １Ｙ  10ｍ１回当り 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002  

8.外部建具 

 

 

(1)扉及び枠 
１Ｙ  

10 箇所１回当

り 
0.060 0.055 0.050 0.045 0.042 0.040 

・シーリング材を含む。 

(2)窓及び枠 

１Ｙ 

窓面積 100 ㎡１回当り 0.084 0.077 0.070 0.063 0.059 0.056 

可動部分 
10 箇所１回当

り 
0.024 0.022 0.020 0.018 0.017 0.016  

(3)シャッター又はオーバーヘッド

ドア 
１Ｙ  １箇所 1 回当り 0.019 0.017 0.016 0.014 0.013 0.012  

9.自動ドア（外部

用） 

ドア・サッシ部、懸架部、動力部・作

動部、制御部、検出装置、電気回路 

、総合作動、凍結防止装置 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

片引き １台１年当り 2.1.4 1.自動ドア(内部用)による。 ・消耗部品（戸車、Ｖベル

ト、振止め）の交換を含

む。 両引き １台１年当り 2.1.4 1.自動ドア(内部用)による。 

10.エキスパンショ

ンジョイント金物 

 
１Ｙ  １箇所 1 回当り 0.006 0.006 0.006 0.004 0.004 0.004 ・シーリング材を含む。 

 

2.1.3 内部 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 

 備  考 

延べ面積 

 

1,000 ㎡以下 

延べ面積 

1,000 ㎡超 

2,250 ㎡以下 

延べ面積 

2,250 ㎡超 

4,500 ㎡以下 

延べ面積 

4,500 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

延べ面積 

10,000 ㎡超 

22,500 ㎡以下 

延べ面積 

22,500 ㎡超 

 

保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 

1.内壁、柱、はり (1)塗装、壁紙、タイル、石 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.021 0.019 0.018 0.016 0.015 0.014  

(2)コンクリートブロック壁、ガラス

ブロック壁 
１Ｙ  

 
100 ㎡１回当り 0.021 0.019 0.018 0.016 0.015 0.014  

(3)吸音材 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.015 0.014 0.013 0.011 0.011 0.010  

(4)耐火被覆材 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.012 0.011 0.010 0.009 0.008 0.008  

(5)移動間仕切壁、既製簡易間仕切壁 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.015 0.014 0.013 0.011 0.011 0.010  

(6)便所へだて及び扉 １Ｙ  1 ブ―ス１回当り 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002  

2.内部天井 (1)ボード類、吸音材、金属成形板 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.016 0.015 0.014 0.012 0.011 0.011  

(2)吹付仕上げ材及び耐火被覆材 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.012 0.011 0.010 0.009 0.008 0.008  

(3)壁紙 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.016 0.015 0.014 0.012 0.011 0.011  

(4)点検口、カーテンボックス、ブラ

インドボックス 
１Ｙ 

 
１箇所１回当り 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002  

3.内部床 

 

(1)ビニル床タイル、ビニル床シー   

ト、コンクリート、モルタル、タ

イル、石、合成樹脂塗床 

１Ｙ 

 

100 ㎡１回当り 0.025 0.023 0.021 0.018 0.017 0.016 

 
(2)畳、カーペット、タイルカーペッ

ト 
１Ｙ 

 
100 ㎡１回当り 0.018 0.016 0.015 0.013 0.012 0.012 

(3)フローリング １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.025 0.023 0.021 0.018 0.017 0.016 
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(4)点検口 １Ｙ   見積りによる。 
 

(5)視覚障害者誘導用ブロック １Ｙ   見積りによる。 

(6)ピット １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.025 0.023 0.021 0.018 0.017 0.016 ・点検口を含む。 

(7)フリーアクセスフロア １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.003 ・床仕上げ材を除く。 

4.内部階段 (1)手すり １Ｙ 金属製、木製 10ｍ１回当り 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 
 

(2)壁 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.021 0.019 0.018 0.016 0.015 0.014 

(3)床 

１Ｙ 

 

100 ㎡１回当り 0.030 0.027 0.025 0.022 0.021 0.020 

・ノンスリップ及びコン

クリート造手すりを含

む。  

(4)天井・段裏 
１Ｙ 

 

 
100 ㎡１回当り 0.016 0.015 0.014 0.012 0.011 0.011  

5.内部建具 (1)扉・枠 

１Ｙ  10 箇所１回当り 0.060 0.055 0.050 0.045 0.042 0.040 

・建具用金物、ガラス、

シーリング及びガスケ

ットを含む｡ 

(2)窓・枠 
１Ｙ 

窓面積 100 ㎡１回当り 0.084 0.077 0.070 0.063 0.059 0.056 

 

可動部分 10 箇所１回当り 0.024 0.022 0.020 0.018 0.017 0.016 

(3)シャッター又はオーバーヘッド

ドア 
１Ｙ  １箇所１回当り 0.019 0.017 0.016 0.014 0.013 0.012 

(4)防火戸 
   

2.5.3 建築基準法関係防災設備 2. 防火戸・防火シャッターによる。ただし、常閉防火

戸は、(1)扉・枠による。 

(5)防火シャッター    2.5.3 建築基準法関係防災設備 2. 防火戸・防火シャッターによる。 

 

2.1.4 自動ドア・電動書架 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
 備  考 

保全技術員 保全技術員補 

1.自動ドア（内部

用） 

ドア・サッシ部、懸架部、動力

部・作動部、制御部、検出装置、

電気回路 

、総合作動、凍結防止装置 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

片引き １台１年当り 2.21 ― 
・消耗部品（戸車、Ｖベル

ト、振止め）の交換を含

む。 

 
両引き １台１年当り 2.65 ― 

2.電動書架 台枠・棚周り、駆動装置等、制御装

置・検出装置、電気関連 
１Ｙ 

  
  見積りによる。 

  

 

2.1.5 構造部 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 

備  考 

延べ面積 

1,000 ㎡以

下 

延べ面積 

1,000 ㎡超 

2,250 ㎡以下 

延べ面積 

2,250 ㎡超 

4,500 ㎡以下 

延べ面積 

4,500 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

延べ面積 

10,000 ㎡超 

22,500 ㎡以下 

延べ面積 

 

22,500 ㎡超 

保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 保全技師Ⅲ 

1.構造体・基礎 (1)建物周り及び建物本体 
１Ｙ  

外周 100m１回当

り 
0.096 0.088 0.080 0.072 0.068 0.064  

(2)玄関ポーチ、犬走り 
１Ｙ  

外周 100m１回当

り 
0.096 0.088 0.080 0.072 0.068 0.064  
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2.免震部材等 免震部材、周辺環境、設備配管類、制

振部材 

１Ｙ 

５Ｙ 

10Ｙ 

  見積りによる。  
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2.2 電気設備 

2.2.1 電灯設備・動力設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.照明器具 (1)照明器具本体 １Ｙ   見積りによる。  

(2)ＬＥＤ灯、蛍光灯、

ＨＩＤ灯の部品点検 
１Ｙ   見積りによる。 ・台数は特記による。 

2.分電盤、開閉器箱、照明

制御盤 

 

１Ｙ 

20 回路未満 １面１回当り ― 0.027 0.037 ・低圧用ＳＰＤが設けられて

いる場合、保全技師補 0.01を

加算する。 
20 回路以上 １面１回当り ― 0.033 0.043 

3.耐熱形分電盤  

６Ｍ  １面１回当り ― 0.030 0.030 

・低圧用ＳＰＤが設けられ

ている場合、保全技師補

0.01 を加算する。 

4.制御盤  

１Ｙ 単位装置     

10 回路未満 １面１回当り ― 0.020 0.020 ・低圧用ＳＰＤが設けられ

ている場合、保全技師補

0.01 を加算する。 
10 回路以上 １面１回当り ― 0.040 0.040 

5.電気自動車用充電装置  １Ｙ  １台１回当り ― 0.060 0.060  

6.幹線 (1)バスダクト １Ｙ   10ｍ１回当り ― 0.030 ― ・電気室内を除く｡ 

(2)ケーブルラック・配

管 １Ｙ 
幅：800mm 未満 10ｍ１回当り ― 0.027 0.027 ・ケーブルを含む。 

幅：800mm 以上 10ｍ１回当り ― 0.033 0.033 ・電気室内を除く｡ 

(3)防火区画 １Ｙ   １箇所当り ― 0.010 ―  

 

2.2.2 受変電設備 

【受変電設備（高圧・低圧）】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.電気室、配電盤等 (1)電気室 １Ｙ    1.(2)配電盤に含む。  

(2)配電盤（閉鎖形） １Ｙ 高圧配電盤(機器を除く) １面１回当り 0.15  0.30  ―  

１Ｙ 低圧配電盤 １面１回当り 0.14  0.26  0.24  

・負荷側回路数が 11 回路以上

の場合は、本歩掛りに 1.5

を乗じる。 

１Ｙ 
低圧コンデンサ盤 

１面１回当り 0.09  0.18  ― 
・低圧進相コンデンサを含

む。 

(3)配電盤（開放形） １Ｙ 
 

 見積りによる 

 (4)外部配線 
１Ｙ バスダクト １系統 1 回当り ― 0.090  0.090  

１Ｙ 高圧ケーブル １系統 1 回当り ― 0.070  0.070  
・ケーブルラック、支持材等

を含む。 

１Ｙ 

低圧ケーブル 

幅：800mm 未満 10ｍ１回当り ― 0.027  0.027  ・ケーブルラック、支持材等

を含む。 

・幅はケーブルラックの幅、

単位はケーブルラックの長

さとする。 
１Ｙ 幅：800mm 以上 10ｍ１回当り ― 0.033  0.033 
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(5)絶縁抵抗 １Ｙ     1．(2) 配電盤に含む。  

(6)接地抵抗 
１Ｙ 

 
 １接地極１回当り ― ― 0.200 

・３極法で測定する場合に適

用する。 

2.変圧器 

（高圧） 

(1)モールド変圧器 

 １Ｙ 
500kVA 以下 １台１回当り 0.22  0.22  ―  

500kVA 超 １台１回当り 0.34  0.34  ―  

(2)油入変圧器 
１Ｙ 

500kVA 以下  １台１回当り 0.22  0.22  ―  

500kVA 超  １台１回当り 0.34  0.34  ―  

３Ｙ    見積りによる。  

3.交流遮断器 (1)真空遮断器 １Ｙ   １台１回当り 0.11  0.11  ―  

３Ｙ    見積りによる。  

６Ｙ     見積りによる。  

(2)油遮断器 １Ｙ   １台１回当り 0.22  0.22  ―  

３Ｙ    見積りによる。  

６Ｙ     見積りによる。  

4.断路器 手動断路器、動力断路器 

１Ｙ   三相１組１回当り 0.11  ― ― 

・手動断路器はリンク機構付

又は遠隔操作機構付のもの

とする。 

5.計器用変圧器・変流器  １Ｙ   １組１回当り 0.09  ― ―  

6.避雷器  １Ｙ   1 台１回当り 0.04  ― ― ・閉鎖形気中開閉器に内蔵

されている場合､３Ｙのみ適

用する。 
３Ｙ    見積りによる。 

7.高圧負荷開閉器 (1)閉鎖形気中開閉器 

（ＰＡＳ） 
１Ｙ   １台１回当り 0.11 ― ―  

(2)地中線用開閉器 

（ＵＡＳ、ＵＧＳ） 
１Ｙ   １台１回当り 0.11 ― ―  

(3)開放形気中開閉器

（ＬＢＳ） 
１Ｙ   １台１回当り 0.11 ― ―  

(4)真空開閉器 １Ｙ   １台１回当り 0.09 ― ―  

３Ｙ     見積りによる。  

６Ｙ    見積りによる。  

8.高圧カットアウト 
 

１Ｙ   １台１回当り 0.04 ― ―  

9.高圧電磁接触器 高圧気中電磁接触器、

高圧真空電磁接触器 

１Ｙ   １台１回当り 0.22 ― ―  

３Ｙ    見積りによる。  

６Ｙ    見積りによる。  

10.力率改善装置 (1)高圧進相コンデンサ １Ｙ   １台１回当り 0.15 ― ―  

(2)直列リアクトル １Ｙ   １台１回当り 0.22 ― ―  

  

 

 

 

 

 

 

        

Administrator
長方形
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11.指示計器、保護継電器 

（熱動形保護継電器を含

む。） 

(1)指示計器 １Ｙ     1.(2)配電盤に含む。  

(2)保護継電器（熱動形

保護継電器を除く。） 
１Ｙ 各種保護継電器 １台１回当り 0.02  0.03  0.06  

受電点の地絡保護装置（継

電装置）にも適用する。 

― 
整定タップレバー調整（特記により加算す

る） 
１台１回当り 0.01  0.03  0.03  

特記により、タップレバー

調整を行う場合は、加算す

る。 

(3)熱動形保護継電器 １Ｙ  １台１回当り 0.01 0.01 0.01  
12.低圧開閉器類  １Ｙ   1.(2)配電盤に含む。  

13.非常予備電源との切換

試験 

 
特記   見積りによる。  

 

【受変電設備（特別高圧）】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.特別高圧ガス絶縁スイッ

チギア 

ＧＩＳ・Ｃ－ＧＩＳ １Ｙ 

６Ｙ 
  見積りによる。  

2.変圧器（特別高圧）  １Ｙ 

３Ｙ 

６Ｙ 

  見積りによる。  

3.充電判定装置  １Ｙ   見積りによる。  

 

2.2.3 自家発電設備 

(a) 歩掛り表は、共通仕様書の第 2 編 表 3.4.1 の「1.発電機室」から「11.予備品等」までの項目を実施した場合を示す。 
      ただし、周期が 1年の歩掛りには、次に示すものが含まれていない。 

 (1) 「10.運転機能」のうち「d.実負荷運転」、「e.調速機」及び「f.予防的な保全策」に関しては、必要に応じて、見積もりにより加算する。 

      (2) 「6.補機付属装置類」のうち「d.燃料槽のﾛ.地下タンク」に関しては、必要に応じて、2.3.3 の「1.(1)地下式(定期点検)」の歩掛りにより加算する。ただし、鋼製強化プラスチック製二重殻タンク、タンク内高感

度センサー等漏れの検知装置を有する場合は、漏れ点検が免除されているので、見積りにより加算する。 

 
 (b) 高圧交流遮断器がある場合は、１台当り次の歩掛りを周期が６Ｍの歩掛りに加算する。 

   (1) 保全技師Ⅰ：0.22 人 

   (2) 保全技師補：0.30 人 

(c) 歩掛り表の周期が１年の歩掛りは、シリンダー数（ディーゼル機関及びガス機関）又は結合方式（ガスタービン）に応じ、次表に掲げる率により増減する。 

 

ディーゼル機関及

びガス機関 

シリンダー数 4 6 8 12 16 

増減率 90% 100% 110% 130% 150% 

ガスタービン  
結合方式 1 機 1 軸 2 機 1 軸 3 機 1 軸   

増減率 100% 125% 140%   

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.ディーゼル機関 

 （シリンダー数６） 

(1)低圧、簡易、ラジエ

ータ式 

６Ｍ 30kVA 以下 １組１回当り 0.56 0.68  ―  

１Ｙ １組１回当り 1.90 2.10  ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  
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1.ディーゼル機関 

 （シリンダー数６） 

(1)低圧、簡易、ラジエ

ータ式 

６Ｍ 30KVA 超 

125kVA 以下 

１組１回当り 0.73 0.90  ―  

１Ｙ １組１回当り 2.55 2.65  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 125KVA 超 

200kVA 以下 

１組１回当り 1.01 1.24  ―  

１Ｙ １組１回当り 3.65 3.90  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 200KVA 超 

300KVA 以下 

１組１回当り 1.20 1.40 ―  

１Ｙ １組１回当り 4.46 4.66 ― (a)参照  

６Ｙ  見積りによる  

(2)低圧、簡易、水冷式 ６Ｍ 30KVA 超 

125kVA 以下 

１組１回当り 0.68 0.80  ―  

１Ｙ １組１回当り 2.55 2.75  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 125KVA 超 

200kVA 以下 

１組１回当り 0.94 1.10  ―  

１Ｙ １組１回当り 3.65 3.90 ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

 

６Ｍ 200KVA 超 

300KVA 以下 

１組１回当り 1.15 1.30 ―  

１Ｙ １組１回当り 4.46 4.66  (a)参照  

６Ｙ  見積りによる  

(3)高圧、水冷式 ６Ｍ 125KVA 超 

375kVA 以下 

１組１回当り 1.20 1.40 ―  

１Ｙ １組１回当り 4.76 5.06 ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 375KVA 超 

625kVA 以下 

１組１回当り 1.60 1.70 ―  

１Ｙ １組１回当り 5.28 5.18 ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 625KVA 超 

1,250kVA 以下 
１組１回当り 1.80 2.20 ―  

１Ｙ １組１回当り 6.49 6.09 ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  

 

６Ｍ 1,250KVA 超 

1,500kVA 以下 
１組１回当り 2.20 2.60 ―  

１Ｙ １組１回当り 7.85 7.55 ― (a)参照 

６Ｍ  見積りによる｡  

2.ガス機関 

（シリンダー数６） 

(1)低圧、簡易、ラジエ

ータ式 

６Ｍ 30kVA 以下 １組１回当り 0.60  0.72  ―  

１Ｙ １組１回当り 2.00  2.20  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 30KVA 超 

125kVA 以下 

１組１回当り 0.83  1.00  ―  

１Ｙ １組１回当り 2.75  2.95  ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 125KVA 超 

200kVA 以下 

１組１回当り 1.21  1.44  ―  

１Ｙ １組１回当り 3.90  4.20  ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  
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2.ガス機関 

（シリンダー数６） 

(2)低圧、簡易、水冷式 ６Ｍ 30KVA 超 

125kVA 以下 

１組１回当り 0.78  0.90  ―  

１Ｙ １組１回当り 2.75 3.05  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 125KVA 超 

200kVA 以下 

１組１回当り 1.14  1.30  ―  

１Ｙ １組１回当り 3.90  4.20  ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  

(3)高圧、水冷式 ６Ｍ 125KVA 超 

375kVA 以下 

１組１回当り 1.50  1.70  ―  

１Ｙ １組１回当り 5.06  5.36  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 375KVA 超 

625kVA 以下 

１組１回当り 1.90  2.00  ―  

１Ｙ １組１回当り 5.68  5.58  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 625KVA 超 

1,250kVA 以下 

１組１回当り 2.20  2.50  ―  

１Ｙ １組１回当り 6.99  6.59  ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 1,250KVA 超 

1,500kVA 以下 

１組１回当り 2.70  3.10  ―  

１Ｙ １組１回当り 8.85 8.55  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

3.ガスタービン 

（１機１軸式） 

パッケージ形 ６Ｍ 125KVA 超 

375kVA 以下 

 

１組１回当り 1.10 1.20  ―  

１Ｙ １組１回当り 3.76  2.96  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 375KVA 超 

625kVA 以下 

１組１回当り 1.50 1.60 ―  

１Ｙ １組１回当り 5.18  4.08  ― (a)参照  

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 625KVA 超 

1,250kVA 以下 

１組１回当り 1.70 1.90 ―  

１Ｙ １組１回当り 5.59  4.09  ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

６Ｍ 1,250KVA 超 

1,500kVA 以下 

１組１回当り 2.00 2.30 ―  

１Ｙ １組１回当り 6.25 5.45 ― (a)参照 

６Ｙ   見積りによる｡  

 

2.2.4 直流電源設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.整流装置 (1)100V

系 

鉛蓄電池 

６Ｍ 
400Ah 以下 

１組１回当り 0.38 0.38 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.34 0.34 ―  

６Ｍ 
400Ah 超 700Ah 以下 

1 組１回当り 0.47 0.47 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.40 0.40 ―  

６Ｍ 
700Ah 超 1,200Ah 以下 

1 組１回当り 0.60 0.60 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.50 0.50 ―  

          

Administrator
長方形
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1.整流装置 

 アルカリ

蓄電池 

６Ｍ 
200Ah 以下 

1 組１回当り 0.38 0.38 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.34 0.34 ― 

 ６Ｍ 
200Ah 超 350Ah 以下 

1 組１回当り 0.47 0.47 ― 

１Ｙ 1 組１回当り 0.40 0.40 ― 

６Ｍ 
350Ah 超 600Ah 以下 

1 組１回当り 0.60 0.60 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.50 0.50 ―  

６Ｍ 
600Ah 超 1,200Ah 以下 

1 組１回当り 0.80 0.80 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.67 0.67 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)200V

系

（出

力が

200V

の場

合） 

鉛蓄電池 

６Ｍ 
400Ah 以下 

1 組１回当り 0.50 0.50 ― 

１Ｙ 1 組１回当り 0.45 0.45 ― 

６Ｍ 
400Ah 超 700Ah 以下 

1 組１回当り 0.60 0.60 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.53 0.53 ―  

６Ｍ 
700Ah 超 1,200Ah 以下 

1 組１回当り 0.77 0.77 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.65 0.65 ―  

アルカリ

蓄電池 

６Ｍ 
200Ah 以下 

1 組１回当り 0.50 0.50 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.45 0.45 ―  

６Ｍ 
200Ah 超 350Ah 以下 

1 組１回当り 0.60 0.60 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.53 0.53 ―  

６Ｍ 
350Ah 超 600Ah 以下 

1 組１回当り 0.77 0.77 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.65 0.65 ―  

６Ｍ 
600Ah 超 1,200Ah 以下 

1 組１回当り 1.00 1.00 ―  

１Ｙ 1 組１回当り 0.87 0.87 ―  

2.蓄電池 (1)ベント形鉛蓄電

池 

６Ｍ 
400Ah 以下 

１セル１回当り 0.018 0.018 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.016 0.016 ― 
 

６Ｍ 
400Ah 超 700Ah 以下 

１セル１回当り 0.022 0.022 ― 

１Ｙ １セル１回当り 0.019 0.019 ―  

６Ｍ 
700Ah 超 1,200Ah 以下 

１セル１回当り 0.027 0.027 ― 
 

１Ｙ １セル１回当り 0.023 0.023 ― 

(2)制御弁式鉛蓄電

池 
６Ｍ 

400Ah 以下 
１セル１回当り 0.015 0.015 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.013 0.013 ―  

６Ｍ 
400Ah 超 700Ah 以下 

１セル１回当り 0.018 0.018 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.016 0.016 ―  

６Ｍ 
700Ah 超 1,200Ah 以下 

１セル１回当り 0.023 0.023 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.020 0.020 ―  

(3)アルカリ蓄電池 ６Ｍ 
200Ah 以下 

１セル１回当り 0.011 0.011 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.010 0.010 ―  

６Ｍ 
200Ah 超 350Ah 以下 

１セル１回当り 0.014 0.014 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.012 0.012 ―  
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６Ｍ 
350Ah 超 600Ah 以下 

１セル１回当り 0.017 0.017 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.015 0.015 ―  

６Ｍ 
600Ah 超 1,200Ah 以下 

１セル１回当り 0.023 0.023 ―  

１Ｙ １セル１回当り 0.020 0.020 ―  

 

2.2.5 交流無停電電源設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.交流無停電電源装置（Ｕ

ＰＳ) 
(1)本体 １Ｙ   見積りによる。  

(2)蓄電池 １Ｙ   見積りによる。  

2.交流無停電電源装置(ＵＰ

Ｓ)(簡易形)  

 
１Ｙ   見積りによる。  

 

 

2.2.6 太陽光発電設備 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
備  考 

保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.太陽光発電装置  １Ｙ   見積りによる｡  

 

 

2.2.7 風力発電設備 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
備  考 

保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.風力発電装置  １Ｙ   見積りによる｡  

 

 

2.2.8 通信・情報設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

1.構内情報通信網装置  １Ｙ   見積りによる｡  

2.構内交換装置  ６Ｍ 

１Ｙ 

特記 

  見積りによる｡ 

 

3.拡声装置 (1)増幅器・操作装

置・遠隔操作器 
１Ｙ  １台１回当り ― ― 0.070  

・非常放送設備は除く。 

・性能試験を含む。 

(2)マイクロホン １Ｙ  １個１回当り ― ― 0.001  

(3)スピーカ １Ｙ  １台１回当り ― ― 0.001  

(4)通信用ＳＰＤ １Ｙ   １設置場所１回当り ― 0.01 ― 
・ＳＰＤが設けられている場合

に限る。 

4.誘導支援装置  (1)音声誘導装置、

トイレ等呼出装置 
１Ｙ   見積りによる｡ 

 

(2)インターホン １Ｙ 親機､ 子機 １台１回当り ― ― 0.004   
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5.映像･音響装置   １Ｙ   見積りによる｡  

6.情報表示装置 (1)マルチサイン装

置、出退表示装

置 

１Ｙ   見積りによる｡ 

 

(2)時刻

表示

装置 

親時計 １Ｙ  １台１回当り ― 0.100  0.050   

子時計 １Ｙ  １台１回当り ― ― 0.001   

7.テレビ共同受信装置 (1)機器、機器収容

箱 １Ｙ  
１台又は１面１回

当り 
― 0.030  ― 

・通信用ＳＰＤが設けられてい

る場合、保全技師補 0.01 を加算

する。 

(2)アンテナ、マス

ト 
１Ｙ  １基１回当り ― ― 0.040  

 

8.テレビ電波障害防除装置  １Ｙ   見積りによる｡  

9.監視カメラ装置 (1)固定

式カ

メラ 

同軸式 
１Ｙ 

カラー １台１回当り 0.15  0.05  ―  

白黒  １台１回当り 0.10  0.05  ―  

ネットワ

ーク式 １Ｙ 
カラー １台１回当り 0.15  0.05  ―  

白黒 １台１回当り 0.10  0.05  ―  

 
(2)レン

ズ 

固定焦

点、バリ

フォーカ

ル、手動

ズーム  

１Ｙ 

手動絞り １個１回当り ― 0.03  ― 

 自動絞り １個１回当り ― 0.05  ― 

 電動ズー

ム １Ｙ 
手動絞り １個１回当り ― 0.08  ― 

 自動絞り １個１回当り ― 0.10  ― 

 (3)ハウ

ジン

グ  

屋内形 １Ｙ  １個１回当り ― 0.05  ― ・ヒータ付は、保全技師補の歩掛

りに 0.05 を加算する。  屋外形 
１Ｙ 

デフロスタ付 １個１回当り ― 0.08 ― 

 ワイパ付（デフロスタ付を含む） １個１回当り ― 0.12 ― 

 (4)モニ 

タ装置 

カラー 

１Ｙ 

10 インチ以下 １台１回当り 0.15  0.05  ― 
  15 インチ以下 １台１回当り 0.16  0.05  ― 

 21 インチ以下 １台１回当り 0.18  0.05  ―  

 白黒 

１Ｙ 

10 インチ以下 １台１回当り 0.11  0.05  ―  

 15 インチ以下 １台１回当り 0.12  0.05  ―  

 21 インチ以下 １台１回当り 0.14  0.05  ―  

 (5)デジタルビデオ

レコーダー 
１Ｙ  １台１回当り 0.20  0.04  ―  

 (6)電動雲台 １Ｙ  １個１回当り ― 0.14  ―  

 (7)リモート操作器 

１Ｙ 

カメ

ラ台

数 

2 台以下 
リモート操作器１

台１回当り 0.35 0.18 ― 
・アナログ式等、監視操作部を

有しないものに適用する。 

 3 台以上 8台以下 
リモート操作器１

台１回当り 0.55 0.28 ― 

 9 台以上 12 台以下 
リモート操作器１

台１回当り 0.65 0.33 ― 
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9.監視カメラ装置 

13 台以上 
リモート操作器１

台１回当り 
見積りによる｡  

 (8)レンズ・電動雲

台一体型カメラ

（カラー） 

１Ｙ 

手動絞り １台１回当り 0.16 0.29  ― ・ヒータ付は、保全技師補の歩掛

りに 0.05 を加算する。 
自動絞り １台１回当り 0.16 0.31 ― 

 (9)エンコーダ １Ｙ  １台１回当り 0.05 0.05 ―  

(10)デコーダ １Ｙ  １台１回当り 0.05 0.05 ―  

 (11)録画サーバ １Ｙ  １台１回当り 0.20 0.04 ―  

 (12)監視操作部 

１Ｙ カメラ台数 

2 台以下 
監視操作部 

１箇所１回当り 
0.55 0.22 ― 

・監視操作部とは、ネットワーク
カメラシステムにおいて、専用
ソフトウェアにより、カメラ操
作、映像切替え及び画面分割が
可能な機器またはその一部の
ことをいう。 

・専用の操作デバイス（操作器）

が設けられている場合、これ

は監視操作部に含まれる。 

 
3 台以上 8台以下 

監視操作部 

１箇所１回当り 
0.75 0.32 ― 

 
9 台以上 12 台以下 

監視操作部 

１箇所１回当り 
0.85 0.37 ― 

 
13 台以上 

監視操作部 

１箇所１回当り 
見積りによる｡ 

 (13) 通信用ＳＰＤ 
１Ｙ 

  
１箇所１回当り ― 0.01 ― 

・ＳＰＤが設けられている場

合に限る。 

10.駐車場管制装置 (1)管制盤 

６Ｍ 制御数 

2 以下 １面１回当り 0.60 0.30 ―  

3 以上 6以下 １面１回当り 0.90 0.45  ―  

7 以上 10 以下 １面１回当り 1.05 0.53 ―  

11 以上  見積りによる｡  

(2)検知

器 

ループコ

イル式 
６Ｍ  １個１回当り ― 0.10  ― 

 

赤外線式 

 ６Ｍ 
発光器 １台１回当り ― 0.05 ― 

 受光器 １台１回当り ― 0.05 ―  

 (3)カーゲート ６Ｍ  １台１回当り ― 0.30 ―  

 (4)発券機 ６Ｍ  １台１回当り ― 0.30  ―  

 (5)料金

計算

機 

全自動以

外 
６Ｍ  １台１回当り ― 0.30  ―  

 全自動 ６Ｍ  １台１回当り ― 0.45 ―  

 (6)料金表示器 ６Ｍ  １台１回当り ― 0.10  ―  

 (7)各表示灯 

６Ｍ 

信号灯１灯式、２灯式、３灯式 １台１回当り ― 0.07  ―  
 回転灯 １台１回当り ― 0.07 ―  

 表示灯 １台１回当り  0.05   

11.防犯・入退室管理装置  １Ｙ   見積りによる｡  
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2.2.9 外灯 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

外灯 (1)灯具 

(2)支持柱 

(4)絶縁抵抗 

１Ｙ １基１灯 １基１回当り ― 0.08 0.08 

・多灯式の場合は、2灯目以降

保全技師補の歩掛りに 1灯当

り 0.05 を加算する｡  

(3)太陽電池､蓄電 

 池 
１Ｙ １基１組 １組１回当り ― 0.08 0.08  

 

2.2.10 航空障害灯 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

航空障害灯  
１Ｙ 

灯具  見積りによる｡  

制御盤  見積りによる｡  

 

2.2.11 雷保護設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

雷保護 (1)受雷部 
１Ｙ 

突針・支持管 １基１回当り ― ― 0.04 ・端子箱を含む。 

避雷導線又は棟上げ導体  10ｍ１回当り ― ― 0.02 

(2)接地極 １Ｙ 接地極 １箇所１回当り ― ― 0.20  

 

2.2.12 構内配電線路・構内通信線路 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 保全技術員 

構内配電線路・構内通信線路 (1)ハンドホール・

マンホール 
１Ｙ  １基１回当り ― 0.02 0.02 

・ハンドホール等内の地中線の

点検含む。 

(2)電柱 １Ｙ  １本１回当り ― 0.02 ―  

(3)架線 １Ｙ  40ｍ１回当り ― 0.02 0.02  

（注）構内に設けられる高圧負荷開閉器、地絡保護装置（継電装置）及び避雷器は、受変電設備の一部であるため、これらの歩掛りは、「2.2.2 受変電設備」で定められている。 
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2.3 機械設備 

2.3.1 温熱源機器 

(a)次に示す事項は、本歩掛りの適用外とする。 

(1) ボイラー用水の水質管理 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り （人） 

備  考 
保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

1.鋳鉄製ボイラー 

 （蒸気又は温水） 

(1)シーズンイン点検 

（自主性能検査） 

１Ｙ 伝熱面積 

５㎡以下 １基１回当り 1.30 1.30 1.80 ・労働基準監督署長又は検査代行

機関が行う性能検査等に係る費

用は含まない。 
10 ㎡以下 １基１回当り 1.30 1.30 2.00 

20 ㎡以下 １基１回当り 1.40 1.40 2.10 

30 ㎡以下 １基１回当り 1.60 1.60 2.40 

40 ㎡以下 １基１回当り 1.90 1.90 2.80 

50 ㎡以下 １基１回当り 2.00 2.00 3.10 

60 ㎡以下 １基１回当り 2.40 2.40 3.60 

80 ㎡以下 １基１回当り 2.60 2.60 4.00 

100 ㎡以下 １基１回当り 2.80 2.80 4.40 

100 ㎡超 １基１回当り 3.20 3.20 5.20 

(2)シーズンオン点検 

１Ｍ 

伝熱面積 
25 ㎡未満 １基１回当り ― 0.25 ―  

25 ㎡以上 １基１回当り 0.38 ― ― 

小規模ボイラー １基１回当り ― 0.13 ― 

・小規模ボイラーとは労働安全衛

生法施行令第 20 条第 5 号イから

ニに規定するボイラーをいう。 

１Ｙ 小型ボイラー又は簡易ボイラー １基１回当り ― ― 0.13   

2.鋼製ボイラー 

 a.立形ボイラー 

   （蒸気又は温水） 

(1)シーズンイン点検 

（自主性能検査） 

１Ｙ 伝熱面積 

５㎡以下 １基１回当り 1.30 1.30 1.80 ・労働基準監督署長又は検査代行

機関が行う性能検査等に係る費

用は含まない。 
10 ㎡以下 １基１回当り 1.30 1.30 2.00 

20 ㎡以下 １基１回当り 1.40 1.40 2.10 

30 ㎡以下 １基１回当り 1.60 1.60 2.40 

40 ㎡以下 １基１回当り 1.90 1.90 2.80 

50 ㎡以下 １基１回当り 2.00 2.00 3.10 

60 ㎡以下 １基１回当り 2.40 2.40 3.60 

80 ㎡以下 １基１回当り 2.60 2.60 4.00 

100 ㎡以下 １基１回当り 2.80 2.80 4.40 

100 ㎡超 １基１回当り 3.20 3.20 5.20 

(2)シーズンオン点検 

１Ｍ 

伝熱面積 
25 ㎡未満 １基１回当り ― 0.25 ―  

25 ㎡以上 １基１回当り 0.38 ― ― 

小規模ボイラー １基１回当り ― 0.13 ― 

・小規模ボイラーとは労働安全衛

生法施行令第 20 条第 5 号イから

ニに規定するボイラーをいう。 

１Ｙ 小型ボイラー又は簡易ボイラー １基１回当り ― ― 0.13  

 b.炉筒煙管ボイラ

ー 

(1)シーズンイン点検 

（自主性能検査） １Ｙ 伝熱面積 

10 ㎡以下 １基１回当り 2.00 2.00 2.60 ・労働基準監督署長又は検査代行

機関が行う性能検査の手数料は

含まない。 
20 ㎡以下 １基１回当り 2.10 2.10 2.80 

30 ㎡以下 １基１回当り 2.40 2.40 3.20 
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b.炉筒煙管ボイラ 

 ー 

(1)シーズンイン点検 

（自主性能検査） 

１Ｙ 伝熱面積 

40 ㎡以下 １基１回当り 2.80 2.80 3.80 

50 ㎡以下 １基１回当り 3.10 3.10 4.20 

60 ㎡以下 １基１回当り 3.40 3.40 4.60 

70 ㎡以下 １基１回当り 3.70 3.70 5.10 

80 ㎡以下 １基１回当り 4.40 4.40 6.00 

90 ㎡以下 １基１回当り 4.80 4.80 6.60 

90 ㎡超 １基１回当り 5.70 5.70 7.90 

(2)シーズンオン点検 

１Ｍ 

伝熱面積 
25 ㎡未満 １基１回当り ― 0.25 ―  

25 ㎡以上 １基１回当り 0.38 ― ― 

小規模ボイラー １基１回当り ― 0.13 ― 

・小規模ボイラーとは労働安全衛

生法施行令第 20 条第 5 号イから

ニに規定するボイラーをいう。 

 c.水管ボイラー (1)シーズンイン点検 

（自主性能検査） 

１Ｙ 伝熱面積 

20 ㎡以下 １基１回当り 3.90 3.90 5.20 ・労働基準監督署長又は検査代行

機関が行う性能検査の手数料は

含まない。 
40 ㎡以下 １基１回当り 4.30 4.30 5.70 

50 ㎡以下 １基１回当り 4.80 4.80 6.40 

60 ㎡以下 １基１回当り 5.70 5.70 7.60 

70 ㎡以下 １基１回当り 6.30 6.30 8.40 

80 ㎡以下 １基１回当り 6.90 6.90 9.30 

100 ㎡以下 １基１回当り 7.60 7.60 10.30 

125 ㎡以下 １基１回当り 9.20 9.20 12.40 

150 ㎡以下 １基１回当り 11.00 11.00 14.80 

200 ㎡以下 １基１回当り 16.50 16.50 22.40 

(2)シーズンオン点検 １Ｍ 伝熱面積 
25 ㎡未満 １基１回当り ― 0.25 ―  

 25 ㎡以上 １基１回当り 0.38 ― ― 

3.真空式温水発生機 シーズンイン点検又はシーズ

ンオン点検 

 
１Ｙ 伝熱面積 

10 ㎡以下 １基１回当り 1.40 1.40 1.40  

20 ㎡以下 １基１回当り 1.60 1.60 1.60 

30 ㎡以下 １基１回当り 1.90 1.90 1.90 

40 ㎡以下 １基１回当り 2.00 2.00 2.00 

50 ㎡以下 １基１回当り 2.30 2.30 2.30 

4.無圧式温水発生機 シーズンイン点検又はシーズ

ンオン点検 

 
１Ｙ 伝熱面積 

10 ㎡以下 １基１回当り 1.40 1.40 1.40 

 

20 ㎡以下 １基１回当り 1.60 1.60 1.60 

30 ㎡以下 １基１回当り 1.90 1.90 1.90 

40 ㎡以下 １基１回当り 2.00 2.00 2.00 

50 ㎡以下 １基１回当り 2.30 2.30 2.30 

5.温風暖房機 (1)シーズンイン点検 

 

１Ｙ 加熱能力 

116kＷ未満 １基１回当り 0.80 1.20 1.20 ・エアフィルターが別置になって

いる場合は、本歩掛りは適用しな

い。 
116kＷ以上 

349kＷ未満 
１基１回当り 0.90 1.50 1.50 

349kＷ以上 

581kＷ未満  
１基１回当り 1.20 1.70 1.70 

(2)シーズンオン点検 １Ｍ   １基１回当り ― 0.04 0.04  
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2.3.2 冷熱源機器 

(a) 機械室、屋上その他に同種の機器が隣接して複数台設置されている場合は、次に掲げる率で当該歩掛りの率を低減する。 

(1) チリングユニット、空気熱源ヒートポンプユニット及び吸収冷温水機ユニットのシーズンイン点検及びシーズンオフ点検の保全技術員の歩掛り 

① ２台目：10％ 

② ３台目：10％ 

③ ４台目：20％ 

④ ５台目：30％ 

(2) 遠心冷凍機、吸収冷凍機及び吸収冷温水機の保全技師補の歩掛り 

① ２台目：10％ 

② ３台目：10％ 

③ ４台目：20％ 

④ ５台目：30％ 

(b) 次に示す事項は、本歩掛りの適用外とする。 

(1) 遠心冷凍機の冷媒の抽出及び充填 

(2) 伝熱管のブラシ洗浄 

(3) 冷却塔の洗浄における消毒等の実施 

(4) 空調機器用水の水質管理 

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り （人） 

備  考 
保全技師Ⅱ 保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

1.チリングユニット (1)シーズンイン点検 １Ｙ  １基１回当り ― 0.60  0.60  ―  

(2)シーズンオン点検 １Ｍ  １基１回当り ― ― 0.10  0.05   

(3)シーズンオフ点検 １Ｙ   １基１回当り ― 0.60  ― ―  

2.空気熱源ヒートポ

ンプユニット 

(1)シーズンイン点検 ２／Ｙ  １基１回当り ― 1.20  0.60  ―  

(2)シーズンオン点検 １Ｍ   １基１回当り ― ― 0.15  0.05   

(3)シーズンオフ点検 ２／Ｙ  １基１回当り ― 0.60  0.60  ―  

3.遠心冷凍機 (1)シーズンイン点検 

１Ｙ 

冷凍能力 1,056kＷ未満 １基１回当り 1.20  1.20  ― ―  

冷凍能力 
1,056kＷ以上 

2,464kＷ未満 
１基１回当り 1.20  2.30  ― ―  

(2)シーズンオン点検 １Ｙ 冷凍能力 2,464kＷ未満 １基１回当り 1.50  0.80  ― ―  

(3)シーズンオフ点検 

１Ｙ 

冷凍能力 1,056kＷ未満 １基１回当り 2.30  2.30  ― ―  

冷凍能力 
1,056kＷ以上 

2,464kＷ未満 
１基１回当り 2.30  3.50  ― ―  

4.吸収冷凍機 (1)シーズンイン点検 

１Ｙ 

冷凍能力 1,390kＷ未満 １基１回当り 2.30  2.30  ― ―  

冷凍能力 
1,390kＷ以上 

2,464kＷ未満 
１基１回当り 2.30  3.50  ― ―  

(2)シーズンオン点検 １Ｙ 冷凍能力 2,464kＷ未満 １基１回当り 1.50  0.80  ― ―  

(3)シーズンオフ点検 

１Ｙ 

冷凍能力 686kＷ未満 １基１回当り 1.20  1.20  ― ―  

冷凍能力 
686kＷ以上 

2,464kＷ未満 
１基１回当り 1.20  2.30  ― ―  

5.吸収冷温水機（冷

凍能力が単体で

186kW 以上） 

(1)シーズンイン点検 

２／Ｙ 

冷凍能力      
686kＷ未満 

186kＷ以上 
１基１回当り 1.20  2.30  ― ― 

 
冷凍能力   

2,464kＷ未満 

686kＷ以上 
１基１回当り 2.30  2.30  ― ― 

(2)シーズンオン点検 ２／Ｙ 冷凍能力 2,464kＷ未満 １基１回当り 1.50  0.80  ― ― 



 

 

建築保全業務積算要領 令和５年版 

27 
国土交通省大臣官房官庁営繕部 

 

(3)シーズンオフ点検 

２／Ｙ 

冷凍能力   
1,390kＷ未満 

186kＷ以上 
１基１回当り 1.20  2.30  ― ―  

冷凍能力   
2,464kＷ未満 

1,390kＷ以上 
１基１回当り 2.30  2.30  ― ―  

6.吸収冷温水機（冷

凍能力が単体で

186kW 未満）・吸

収冷温水機ユニッ

ト 

(1)シーズンイン点検 
２／Ｙ 冷凍能力   186kＷ未満 １基１回当り ― 1.20  2.30  ― 

 
(2)シーズンオン点検 

２／Ｙ 冷凍能力   186kＷ未満 １基１回当り ― 1.50  0.80  ― 

7.パッケージ形空気

調和機(定格冷房標

準能力 56kW 以下の

空冷式(マルチ形を

含む)) 

 

(1)シーズンイン点検 

１Ｙ 
屋外機 

冷房能力 

16kW 以下 
１台１回当り ― 0.05 0.05 ― 

・屋内機が天井隠ぺい形の

場合は、本歩掛りに 0.004

を加算する。 
冷房能力 

16kW 超 
１台１回当り ― 0.07  0.07  ― 

屋内機    １台１回当り ― 0.03 0.03 ―  

(2)シーズンオン点検 ３Ｍ 屋外機  １台１回当り ― ― 0.01 0.01 

１Ｍ 屋内機  １台１回当り ― ― 0.02 0.02 

8.ガスエンジンヒー

トポンプ式空気調

和機 
 

(1)シーズンイン点検 

１Ｙ 屋外機 

冷房能力 

16kW 以下 
１台１回当り ― 0.05 0.05 ― 

・屋内機が天井隠ぺい形の

場合は、本歩掛りに 0.004

を加算する。 冷房能力 

16kW 超 
１台１回当り ― 0.07  0.07  ― 

１Ｙ 屋内機 １台１回当り  0.03 0.03 ― 

(2)シーズンオン点検 ３Ｍ 屋外機  １台１回当り ― ― 0.01 0.01 

１Ｍ 屋内機  １台１回当り ― ― 0.02 0.02 

9.氷蓄熱ユニット (1)シーズンイン点検 ２／Ｙ 
又は１Ｙ 

 
 

１基１回当り ― ― 0.13 0.04 
・熱源は該当する熱源（チ

リングユニット、スクリ

ュー冷凍機、空気熱源ヒ

ートポンプユニット等）

の歩掛りを本歩掛りに追

加する。 
・冷房運転のみの場合は１

Ｙ 

(2)シーズンオフ点検 

２／Ｙ 
又は１Ｙ 

 １基１回当り ― ― 0.13 0.04 

10.冷却塔 (1)シーズンイン点検 

（開放形） 

 
１Ｙ 冷却能力 

211kＷ以下 １基１回当り 0.20  ― ― ―  

791kＷ以下 １基１回当り 0.50  0.60  ― ―  

1,758kＷ以下 １基１回当り 0.50  1.10  ― ―  

2,461kＷ以下 １基１回当り 0.80  1.80  ― ―  

3,516kＷ以下 １基１回当り 1.00  2.20  ― ―  

(2)シーズンイン点検 

（密閉形） 

 
１Ｙ 冷却能力 

176kＷ以下 １基１回当り 0.40  ― ― ―  

440kＷ以下 １基１回当り 0.50  0.60  ― ―  

879kＷ以下 １基１回当り 0.50  1.10  ― ―  

1,231kＷ以下 １基１回当り 0.80  1.80  ― ―  

1,758kＷ以下 １基１回当り 1.00  2.20  ― ―  

(3)シーズンオン点検 

 １Ｍ 冷却能力 

352kＷ以下 １基１回当り ― ― 0.15  0.15   

703kＷ以下 １基１回当り ― ― 0.20  0.20   

1,055kＷ以下 １基１回当り ― ― 0.30  0.30   
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10.冷却塔 (3)シーズンオン点検 
１Ｍ 冷却能力 

1,758kＷ以下 １基１回当り ― ― 0.30  0.30   

1,758kＷ超  １基１回当り ― ― 0.40  0.40   

(4)シーズンオフ点検 

（開放形） 

 
１Ｙ 冷却能力 

211kＷ以下 １基１回当り 0.20  ― ― ―  

791kＷ以下 １基１回当り 0.50 0.60 ― ―  

1,758kＷ以下 １基１回当り 0.50 1.10 ― ―  

2,461kＷ以下 １基１回当り 0.80 1.80 ― ―  

3,516kＷ以下 １基１回当り 1.00 2.20 ― ―  

(5)シーズンオフ点検 

（密閉形） 

 
１Ｙ 冷却能力 

176kＷ以下 １基１回当り 0.40 ― ― ―  

440kＷ以下 １基１回当り 0.50 0.60 ― ―  

879kＷ以下 １基１回当り 0.50 1.10 ― ―  

1,231kＷ以下 １基１回当り 0.80 1.80 ― ―  

1,758kＷ以下 １基１回当り 1.00 2.20  ― ―  

 

2.3.3 空気調和等関連機器 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り （人） 
備  考 

保全技師Ⅱ 保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

1.オイルタンク (1)地下式（定期点検） 

１Ｙ 
最大貯

蔵量 

10,000L 以下 １基１回当り ― 1.00  1.10  1.10  ・タンク内の油抜きは別途

とする。 

・漏れ点検は含む。 

・鋼製強化プラスチック製

二重殻タンク、タンク内

高感度センサー等、漏れ

の検知装置を有する場合

は、漏れ点検が免除され

ているので、その場合は、

見積りによる。 

20,000L 以下 １基１回当り ― 1.00  1.20  1.20  

30,000L 以下 １基１回当り ― 1.10  1.40  1.40  

40,000L 以下 １基１回当り ― 1.20  1.70  1.70  

50,000L 以下 １基１回当り ― 1.40  1.80  1.80  

60,000L 以下 １基１回当り ― 2.60  2.90  2.90  

80,000L 以下 １基１回当り ― 3.00  3.30  3.30  

100,000L 以下 １基１回当り ― 3.60  3.80  3.80  

(2)地上式（定期点検） 

１Ｙ 
最大貯

蔵量 

10,000L 以下 １基１回当り ― ― 0.030  0.043  

30,000L 以下 １基１回当り ― ― 0.040  0.050  

50,000L 以下 １基１回当り ― ― 0.050  0.063  

50,000L 超  １基１回当り ― ― 0.060  0.075  

(3)オイルサービスタ

ンク（定期点検） 
１Ｙ   １基１回当り ― ― 0.095  0.020  

2.熱交換器 (1)シーズンイン点検 

１Ｙ 

第１種

圧力容

器 

内容積 

0.15ｍ3以下 
１基１回当り ― 1.70  1.40  ― 

・圧力容器に該当しないも

のには適用しない。 

 内容積 

0.30ｍ3以下 
１基１回当り ― 1.40  1.20  1.20  

 内容積   

0.50ｍ3以下 
１基１回当り ― 2.00  1.50  1.50  

 

 
内容積   

0.80ｍ3以下 
１基１回当り ― 2.50  2.00  2.00  

 内容積  

1.00ｍ3以下 
１基１回当り ― 2.80  2.40  2.40  
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2.熱交換器 (2)シーズンオン点検 １Ｍ 第１種圧力容器 １基１回当り ― 0.13  ― ― 

  １Ｙ 
第２種圧力容器又は小型圧

力容器 
１基１回当り ― ― 0.08  0.04  

3.ヘッダー又は密閉

形隔膜式膨張タン

ク 

(1)シーズンイン点検 

１Ｙ 

第１種

圧力容

器 

内容積 

0.5ｍ3以下 
１基１回当り ― 1.20  0.80  ― 

・圧力容器に該当しないも

のには適用しない。 

内容積 

1.0ｍ3以下 
１基１回当り ― 1.70 1.60 ― 

内容積 

1.5ｍ3以下 
１基１回当り ― 1.70 1.20 1.20 

(2)シーズンオン点検 １Ｍ 第１種圧力容器 １基１回当り ― 0.13  ― ― 

１Ｙ 
第２種圧力容器又は小型圧

力容器 
１基１回当り ― ― 0.08  0.04  

4.還水タンク  １Ｙ  １基１回当り ― ― 0.08  0.04   

5.開放形膨張タンク  １Ｙ  １基１回当り ― ― 0.08  0.02   

6.ユニット形空気調

和機・コンパクト

形空気調和機 

(1)シーズンイン点検 ２／Ｙ  １台１回当り ― ― 0.50  0.50  ・空気清浄装置がある場合

は、空気清浄装置の歩掛

りを追加する。 
(2)シーズンオン点検 １Ｍ  １台１回当り ― ― 0.08  0.06  

7.ファンコイルユニ

ット 

 シーズンイン点検 ２／Ｙ 床置形 １台１回当り ― ― 0.04  0.09   

２／Ｙ 天井吊形 １台１回当り ― ― 0.05  0.11   

２／Ｙ 天井埋込又はカセット形 １台１回当り ― ― 0.06  0.14   

8.ファンコンベクター  シーズンイン点検 １Ｙ  １台１回当り ― ― 0.03  0.09   

9.空気清浄装置 (1)パネル形、折込み

形又は袋形エアフ

ィルター 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 0.63 0.63 

・フィルター（プレフィル

ターを含む）の更新、洗浄

又は処理、本体の清掃等

は見積りによる。 

 
(2)自動巻取形エアフ

ィルター 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 0.88 0.88 

(3)電気集じん器  

（自動巻取形） 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 0.94 0.94 

(4)電気集じん器  

（パネル形） 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 1.00 1.00 

10.ポンプ (1)空調用ポンプ、  

ボイラー給水ポン

プ、オイルポンプ 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 0.54 0.34 

・周期Ⅱの場合は見積りに

よる。 

 (2)真空給水ポンプユ

ニット 
６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 0.29 0.34 

11.送風機  ６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― ― 0.24 0.44 

・周期Ⅱの場合は見積りに

よる。 

12.天井扇・有圧換気

扇 

 
１Ｙ  １台１回当り ― ― 0.02 0.02 

・全熱交換器（カセット形）

に適用してもよい。 

13.全熱交換器（カセ

ット形を除く） 

(1)静止形 ６Ｍ 

１Ｙ 
1,000ｍ3/h 未満 １台１年当り ― ― 0.07 0.52 

・周期Ⅱの場合は見積りに

よる。 

６Ｍ 

１Ｙ 
1,000ｍ3/h 以上 １台１年当り ― ― 0.07 0.78 

(2)回転形 ６Ｍ 

１Ｙ 
2,000ｍ3/h 超  １台１年当り ― ― 0.15 0.78 
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2.3.4 給排水衛生機器 

  受水タンク又は高置タンク及び汚水槽又は雑排水槽の歩掛り条件は、次による。 

(1) 点検・保守の歩掛りは、清掃時に行う場合を示す。 

(2) 受水タンク又は高置タンク及び汚水槽又は雑排水槽において、表に示されていないタンクの歩掛りは、直線補間して算出する。 

(3) 受水タンク又は高置タンクで 2 槽式の清掃の場合は、1 槽を 1 基とし、それぞれの水槽容量ごとの歩掛りを乗じて算出する。 

 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
備  考 

保全技術員 保全技術員補 

1.受水タンク・高置

タンク 

(1)点検・保守  １Ｙ     １基１回当り 0.06 0.09   

(2)清掃 

１Ｙ 
水槽

容量 

5,000L～ 

10,000L 以下 
１基１回当り 0.90 3.10 

・水槽容量は、水槽の容積とする。 

・水質検査及び残留塩素の測定を含む。 
・水槽容量が 5,000L 未満の場合は、見積

りによる。 
20,000L １基１回当り 1.10 3.60 

40,000L １基１回当り 1.50 4.50 

60,000L １基１回当り 1.80 5.70 

80,000L １基１回当り 2.10 6.60 

100,000L １基１回当り 2.40 7.30 

120,000L １基１回当り 2.50 7.80 

140,000L １基１回当り 2.80 8.20 

160,000L １基１回当り 2.90 8.60 

180,000L １基１回当り 3.10 8.90 

200,000L １基１回当り 3.10 9.30 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
備  考 

保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

2.貯湯タンク (1)シーズンイン点検 

１Ｙ 

第
１
種
圧
力
容
器 

内容積 0.5 ㎥ 

(容量 500L)以下 
１基１回当り 2.00  1.60  ― 

・圧力容器に該当しないものには適用し

ない。 

内容積 2.0 ㎥ 

(容量 2,000L)以下 
１基１回当り 1.90  1.60  1.60 

内容積 5.0 ㎥ 

(容量 5,000L)以下 
１基１回当り 2.20  1.80  1.80 

内容積 10.0 ㎥ 

(容積 10,000L)以

下 

１基１回当り 2.80  2.20  2.20 

内容積 30.0 ㎥ 

(容量 30,000L)以

下 

１基１回当り 3.60  3.00  3.00 

(2)シーズンオン点検 

１Ｍ 

第１

種圧

力容

器 

内容積 10 ㎥(容量

10,000L)以下 
１基１回当り 0.13  ― ― 

内容積 10 ㎥(容量

10,000L)超   
１基１回当り 0.19  ― ― 

１Ｙ 
第２種圧力容器又は小型

圧力容器 
１基１回当り ― 0.08  0.04 

 

(3)清掃 

 

１Ｙ     見積りによる。 
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区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
備  考 

保全技術員 保全技術員補 

3.汚水槽・雑排水槽 (1)点検・保守 ６Ｍ   １基１回当り 0.02 0.05   

(2)清掃 

６Ｍ 
水槽

容量 

10 ㎥ １基１回当り 0.80 3.00  ・汚泥処理、強制排水設備、換気設備は、

見積りによる。 

・水槽容量は、水槽の容積とする。 

・水槽容量が 10 ㎥未満の場合は、見積り

による。 

20 ㎥  １基１回当り 1.60 3.10 

40 ㎥  １基１回当り 2.20 4.30 

60 ㎥  １基１回当り 2.20 5.90 

80 ㎥  １基１回当り 2.90 6.60 

100 ㎥  １基１回当り 3.80 6.70 

4.ポンプ (1)揚水用ポンプ、給湯

用循環ポンプ 

６Ｍ 
１Ｙ  １台１年当り 0.54  0.34 

・周期Ⅱの場合は見積りによる。 
 

(2)小形給水ポンプユ

ニット、水道用直結

加圧形ポンプユニッ

ト 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り 0.54 0.40  

・小形給水ポンプユニットは、電動機の定

格出力の合計が 7.5kW 以下に適用する。 

・水道用直結加圧形ポンプユニットは、見

積りによる。 

・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

(3)深井戸水中モータ

ーポンプ 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り ― 0.34 

・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

(4)汚水、雑排水、汚物

用水中モーターポン

プ 

６Ｍ 

１Ｙ 
 １台１年当り 0.04 0.61 

・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

・汚水槽又は雑排水槽の清掃時に点検・保

守を行う場合を示す｡ 

5.ガス湯沸器 (1)瞬間式、潜熱回収型

給湯器 
１Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

     10 号未満 １台１年当り 0.40 0.75 ・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

10 号以上 20 号未満 １台１年当り 0.50 0.75 
 

20 号以上 １台１年当り 0.60 0.75 
 

(2)貯湯式 １Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

   20L 未満 １台１年当り 0.73 1.00  

20L 以上  １台１年当り 0.93 1.00  

6.電気温水器  １Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

    20L 未満 １台１年当り 0.23 0.25 ・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

20L 以上 80L 未満 １台１年当り 0.28 0.25  

80L 以上 １台１年当り 0.33 0.25  

7.循環ろ過装置     見積りによる。  

8.衛生器具  (1)洗面器、手洗器、

掃除流し 
６Ｍ  １個１回当り 0.010 0.010 

・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

(2)大便器 
６Ｍ 

ロータンク方式 １個１回当り 0.010 0.015  

洗浄弁方式 １個１回当り 0.030 0.015  

(3)小便器 
６Ｍ 

タンク方式 １個１回当り 0.010 0.020  

洗浄弁方式 １個１回当り 0.020 0.015  
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2.3.5 ダクト・配管・水質管理 

(a) ダクト及び配管の歩掛りには、接続部、吊り、支持金具及び防火区画貫通処理部の点検・保守を含む。 

(b) ダクトの歩掛りは、機械室、屋上、ダクトスペースその他同一箇所に並列に４本以下のダクトが設置されている場合を示す。 

なお、４本を超え８本以下の場合、歩掛りは、本表の歩掛りに２を乗じたものとする。 

(c) 吹出口又は吸込口の歩掛りには、清掃を含まない。 

(d) 配管の歩掛りは、機械室、屋上、パイプシャフトその他同一箇所に並列に６本以下の配管が設置されている場合を示す。 

なお、６本を超え 12 本以下の場合歩掛りは、本表の歩掛りに２を乗じたものとする。 

 

区 分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

1.ダクト (1) ダクト ６Ｍ  10ｍ１回当り 0.063  ― ・周期Ⅱの場合は見積りによる。 

(2) ダンパー（ＦＤ及びＳＤは除

く） 
１Ｙ  １個１回当り 0.015  ―  

(3) 吹出口、吸込口、ガラリ等 ６Ｍ  １個１回当り 0.017  ―  

2.配管 (1) 配管 １Ｙ  10ｍ１回当り 0.011  0.011   

(2) 弁又は伸縮管継手 

１Ｙ 口径 

50mm 未満 １個１回当り 0.010  0.010   

100mm 未満 １個１回当り 0.015  0.020   

200mm 未満 １個１回当り 0.020  0.020   

200mm 以上 １個１回当り 0.020  0.030  
 

(3)蒸気ト

ラップ 

点検のみ 

１Ｙ 口径 

50mm 未満 １個１回当り 0.010  0.010  

100mm 未満 １個１回当り 0.015  0.020   

200mm 未満 １個１回当り 0.020  0.020   

200mm 以上 １個１回当り 0.020  0.030  
 

分解、清掃、点検 

１Ｙ 口径 

50mm 未満 １個１回当り 0.250  0.250  

100mm 未満 １個１回当り 0.370  0.370   

100mm 以上 １個１回当り 0.370  0.500   

3.水質管

理 

(1) 飲料水 
１Ｗ 残留塩素の測定 １回当り ― 0.020  

・建築物衛生法に示されている周期とし

ている。条例により周期が定められて

いる場合があるので確認する。 

・雑用水に適用してもよい。 
６Ｍ 水質検査  見積りによる。 

(2) 空調機器用水、ボイラー用水    見積りによる。  

 

2.3.6 浄化槽 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

1.浄化槽     見積りによる。   

 

2.3.7 井戸 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

1.井戸   １Ｍ 

１Ｙ 
 １箇所１年当り 0.7  0.1  

・歩掛りには、深井戸ポンプの歩掛りを

含まない。 
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2.3.8 雨水利用設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

1.雨水再利用設備    ６Ｍ 

１Ｍ 
  見積りによる。   

 

2.4 監視制御設備 

2.4.1 中央監視制御装置 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

1.中央監視制御装置  ６Ｍ 

１Ｙ 
  見積りによる｡  

 

2.4.2 自動制御装置 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

1.自動制御装置 (1)電気式 １Ｙ   

見積りによる｡  (2)電子式 １Ｙ   

(3)デジタル式 １Ｙ   
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2.5 防災設備 

2.5.1 一般事項 

(a) 加算表の区分欄に定める消防用設備等のうち、１つの区分の設備のみがある場合は､ 当該設備について集計した歩  

掛りに加算表で示す歩掛りを加算する｡ 

(b) 加算表の区分欄に定める消防用設備等のうち、複数の区分の設備がある場合は、加算表に定める加算すべき歩掛り   

が最も大きい区分の設備についてのみ、集計した歩掛りに当該加算すべき歩掛りを加算する。 

なお、他の設備については、加算すべき歩掛りを加算しない｡ 

(c) 歩掛り表は、水源、配管、吊り及び支持金物ならびに耐震措置の点検を含む。 

(d) １つの消防用設備等の部分について、表中に該当する部分の歩掛りがない場合には、他の消防用設備等の歩掛りを 

適用する。 

(e) 歩掛り表は、機器点検の年２回のうちの１回と総合点検を同時に実施することを前提としている。 

(f) 自家発電設備及び蓄電池設備は、「2.2 電気設備」の該当項目による。 

(g) 2.5.2 消防用設備等（「1.消火器具」及び「8.動力消防ポンプ設備」を除く）の歩掛りは、固定式以外適用

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5.2 消防用設備等 

【消火器具】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

1.消火器具 機器点検 

６Ｍ 

泡消火器 
10 型 １本１回当り 0.026  

100 型 １本１回当り 0.077  

粉末消火器 

加圧式 １本１回当り 0.022  

車載式 １本１回当り 0.255  

蓄圧式 １本１回当り 0.022  

強化液消火器 蓄圧式 １本１回当り 0.022  

二酸化炭素消

火器 

５型 １本１回当り 0.034  

７型 １本１回当り 0.043  

10 型 １本１回当り 0.043  

50 型以上 １本１回当り 0.213  

ハロゲン化物

消火器 
小型 １本１回当り 0.043  

 

 

加算表 

区  分 

加算すべき歩掛り

（人） 

保全技師補 

消火器具 0.338 

屋内消火栓設備 

屋外消火栓設備 

スプリンクラー設備 

水噴霧消火設備 

泡消火設備 

不活性ガス消火設備 

ハロゲン化物消火設備 

粉末消火設備  

0.801 

排煙設備 

ガス漏れ火災警報設備 
0.386 

動力消防ポンプ設備 (軽可搬)  

自動火災報知設備 

漏電火災警報器 

非常警報設備 

誘導灯及び誘導標識  

避難器具 

消防用水 

連結送水管 

連結散水設備 

非常コンセント設備 

無線通信補助設備 

非常電源専用受電設備 

0.338 
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【屋内消火栓設備又は屋外消火栓設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

2.屋内消火栓設備又は 

 屋外消火栓設備 

(1)機器点検 

６Ｍ 

加圧送水装置 １組１回当り 0.367  

制御盤 １面１回当り 0.246  

消火栓 １組１回当り 0.102  

起動用スイッチ １個１回当り 0.011  

表示灯 １灯１回当り 0.007  

音響装置 １組１回当り 0.007  

表示盤 １面１回当り 0.055  

水源（貯水槽、給水装置、

バルブ類等） 
１組１回当り 0.292  

呼水装置 １組１回当り 0.164  

(2)総合点検 

－ ホースの耐圧性能 １組１回当り 見積りによる。 

・ホース（易操作性 1 号消火栓、2 号

消火栓及び広範囲型 2 号消火栓のホ

ースを除く。）の製造年の末日から 10

年を経過した日以降に点検を行う場

合に限る。ただし、ホースの耐圧性能

に関する点検を行ってから３年を経

過していない場合を除く。 

 １Ｙ 放水試験 １式１回当り 0.965  

 

【スプリンクラー設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

3.スプリンクラー設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

加圧送水装置 １組１回当り 0.367  

起動装置 １組１回当り 0.311  

ヘッド １個１回当り 0.001  

制御盤 １面１回当り 0.246  

流水検知装置 １組１回当り 0.184  

表示盤 １面１回当り 0.055  

呼水装置 １組１回当り 0.164 
 

送水口 １箇所１回当り 0.068 
 圧力スイッチ １個１回当り  0.043  

 一斉開放弁 １個１回当り 0.184 ・開放形に限る。 

 一次圧調整弁 １個１回当り 0.184 ・閉鎖形に限る。 

 水源（貯水槽、給水装

置、バルブ類等） 
１組１回当り 0.292  

 補助散水栓 １個１回当り 0.072  

 手動開放弁 １個１回当り 0.018 ・開放形に限る。 

 末端試験弁 １個１回当り 0.018 ・閉鎖形に限る。 
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コンプレッサ、制御盤、

現地操作盤、感知器、電

磁弁等 

１組１回当り 見積りによる。 

・乾式、予作動式に限る。 

・総合点検と同時に行う場合は、総合

点検に必要な内容を含めること。 

 (2)総合点検 １Ｙ 連動又は放水試験 １式１回当り 0.965  

 

【泡消火設備又は水噴霧消火設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

4.泡消火設備又は水噴

霧消火設備 

(1)機器点検 

６Ｍ 

加圧送水装置 １組１回当り 0.367  

起動装置 １組１回当り 0.311  

ヘッド １個１回当り 0.001  

制御盤 １面１回当り 0.246  

流水検知装置 １組１回当り  0.184  

圧力スイッチ １個１回当り 0.043  

一斉開放

弁 

界面活性剤用、

水成膜用 
１個１回当り 0.082 

蛋白(たんぱく)

泡用 
１個１回当り 0.184  

泡消火薬剤貯蔵槽（操作

部を含む） 
１基１回当り 0.614 

・水噴霧消火設備は除く。 

泡消火薬剤混合装置 １組１回当り 0.246 ・水噴霧消火設備は除く。 

泡放射用

器具格納

箱 

非内蔵 １組１回当り 0.102 ・水噴霧消火設備は除く。 

・移動式の泡消火栓等に該当するもの

は、適用できる。 内蔵 １組１回当り 0.184 

表示盤 １面１回当り 0.055  

手動開放弁 １個１回当り 0.018  

呼水装置 １組１回当り 0.164  

水源（貯水槽、給水装

置、バルブ類等） 
１組１回当り 0.292 

 

(2)総合点検 

－ ホースの耐圧性能 １組１回当り 見積りによる。 

・ホースの製造年の末日から 10 年を経

過した日以降に点検を行う場合に限

る。ただし、ホースの耐圧性能に関す

る点検を行ってから３年を経過して

いない場合を除く。 

・水噴霧消火設備は除く。 

１Ｙ 

発泡試験 １式１回当り 2.412  

 

 

 

 

放水試験 １式１回当り 0.483 

消火剤の補充 

区画の養生 

廃液の回収・搬出・処分 

１式１回当り 見積りによる。 
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【不活性ガス消火設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

5.不活性ガス消火設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

消火剤貯蔵容器 

（二酸化炭素、窒素ガ

ス、IG541、IG55） 

１基１回当り 0.082 

 

容器弁開

放装置 

電磁式 １個１回当り 0.021 
 

ガス圧式 １個１回当り 0.014 

起動用ガス容器 １個１回当り 0.014  

起動用操作箱 １個１回当り 0.014  

音響装置 １組１回当り 0.007  

制御盤 

５回線以下 １面１回当り 0.068 

 

 

 

 

 

１回線増すごと

に 
１面１回当り 0.004 

継電器

盤 

５回線以下 １面１回当り 0.068 

１回線増すごと

に 
１面１回当り 0.004 

音声盤 １面１回当り 0.068 

表示盤 １面１回当り 0.055 

電源装置 １組１回当り 0.068 ・電源内蔵形に限る。 

圧力スイッチ １個１回当り 0.043  

逆止弁 １個１回当り 0.014  

開口部自動閉鎖装置 

（ピストンレリーザ、モ

ーターダンパ、シャッタ

ー） 

１個１回当り 0.102  

放出表示灯箱 １個１回当り 0.014  

選択弁 １個１回当り 0.143  

ヘッド １個１回当り 0.002  

ホースリール １個１回当り 0.102  

作動試験 １式１回当り 0.143  

(2)総合点検 

１Ｙ 

放出試験（窒素ガス、空

気） 
１式１回当り 0.616 

・放出試験の歩掛りは、容器１基 1 回

当りとする。 

・試験用ガスは見積りによる。 

容器搬入(窒素ガス、空

気) 
１式１回当り 0.616 

・試験用ガスを用いて放出試験を行う

場合は、容器搬入の歩掛りを 1／2に

低減する。 
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【ハロゲン化物消火設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

6.ハロゲン化物消火

設備 

(1)機器点検 

６Ｍ 

消火剤貯蔵容器（ハロン

1301、HFC227ea、HFC23） 
１基１回当り 0.123 

 

容器弁開

放装置 

電磁式 １個１回当り 0.021  

ガス圧式 １個１回当り 0.014  

起動用ガス容器 １個１回当り 0.014  

起動用操作箱 １個１回当り 0.014  

音響装置 １組１回当り 0.007  

制御

盤 

５回線以下 １面１回当り 0.068 
 

１回線増すごとに １面１回当り 0.004 

継電

器盤 

５回線以下 １面１回当り 0.068 

 １回線増すごとに １面１回当り 0.004 

音声盤 １面１回当り 0.068 

表示盤 １面１回当り 0.055  

電源装置 １組１回当り 0.068 ・電源内蔵形に限る。 

圧力スイッチ １個１回当り 0.043  

逆止弁 １個１回当り 0.014  

開口部自動閉鎖装置 

（ピストンレリーザ、モ

ーターダンパ、シャッタ

ー） 

１個１回当り 0.102 

 

放出表示灯箱 １個１回当り 0.014  

選択弁 １個１回当り 0.143  

ヘッド 1 個１回当り 0.002  

ホースリール １個１回当り 0.102  

作動試験 １式１回当り 0.143  

(2)総合点検 

１Ｙ 
放出試験（窒素ガス、空

気） 
１式１回当り 1.120 

・放出試験の歩掛りは、容器１基 1 回

当りとする。 

・試験用ガスを用いて放出試験を行う

場合の容器搬入を含む。 

・試験用ガスは見積りによる。 

 

【粉末消火設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

7.粉末消火設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

粉末タンク（操作部を含

む） 
１基１回当り 0.614 

 

加圧用窒素容器 １基１回当り 0.122 ・加圧装置及び起動装置の点検を含む｡ 

起動用ガス容器 １個１回当り 0.014 ・加圧装置及び起動装置の点検を含む｡ 

容器弁開

放装置 

電磁式 １個１回当り 0.021 
 

ガス圧式 １個１回当り 0.014 
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7.粉末消火設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

起動用操作箱 １個１回当り 0.014  

薬剤点検 １式１回当り 0.028 ・消火薬剤量の点検を含む。 

ホースリール １個１回当り 0.162 ・加圧装置及び起動装置の点検を含む｡ 

音響装置 １組１回当り 0.007  

制御盤 

５回線以下 １面１回当り 0.068 

 １回線増すごと

に 
１面１回当り 0.004 

継電器

盤 

５回線以下 １面１回当り 0.068 

 １回線増すごと

に 
１面１回当り 0.004 

音声盤 １面１回当り 0.068  

表示盤 １面１回当り 0.055  

 電源装置 １組１回当り 0.068 

圧力スイッチ １個１回当り 0.043 

逆止弁 １個１回当り 0.014 

開口部自動閉鎖装置 

（ピストンレリーザ、モ

ーターダンパ、シャッタ

ー） 

１個１回当り 0.102 

 

放出表示灯箱 １個１回当り 0.014  

選択弁 １個１回当り 0.143  

ヘッド 1 個１回当り 0.002  

作動試験 １式１回当り 0.143  

(2)総合点検 

１Ｙ 
放出試験(窒素ガス、空

気) 
１式１回当り 0.917 

・放出試験の歩掛りは、容器１基 1 回

当りとする。 

・試験用ガスを用いて放出試験を行う

場合の容器搬入を含む。 

・試験用ガスは見積りによる。 

 

【動力消防ポンプ設備（軽可搬）】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

8.動力消防ポンプ設

備（軽可搬） 

(1)機器点検 

 

６Ｍ 

ポンプ作動試験 １式１回当り 0.023  

水源及び給水装置 １組１回当り 0.068  

ポンプ １台１回当り 0.113  

車台又は搬送装置 １組１回当り 0.023  

内燃機関 １組１回当り 0.182  

付属品 １式１回当り 0.045  

(2)総合点検 

－ ホースの耐圧性能 １組１回当り 見積りによる。 

・ホースの製造年の末日から 10 年を経

過した日以降に点検を行う場合に限

る。ただし、ホースの耐圧性能に関

する点検を行ってから３年を経過し

ていない場合を除く。 
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１Ｙ 放水走行試験 １式１回当り 0.647  

 

【自動火災報知設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

9.自動火災報知設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

受信機Ｐ

型１級     

19 回線以下 １面１回当り 0.094 ・回線数は、実装数とする。 

10 回線以内増すごと

に 
１面１回当り 0.020 

受信機Ｐ型２級 １面１回当り 0.073  

受信機Ｐ型３級 １面１回当り 見積りによる。  

副受信機 

19 回線以下 １面１回当り 0.043 

 10 回線以内増すごと

に 
１面１回当り 0.007 

差動式分

布型感知

器       

50 個まで １個１回当り 0.043 

 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.038 

101 個以上 １個１回当り 0.034 

差動式又

は補償式

スポット

型感知器 

50 個まで １個１回当り 0.007 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.006 

101 個以上 １個１回当り 0.005 

定温式ス

ポット型

感知器 

50 個まで １個１回当り 0.013 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.011 

101 個以上 １個１回当り 0.009 

定温式スポット型感知器（防爆

形） 
１個１回当り 0.034 

煙感知器              

50 個まで １個１回当り 0.024 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.022 

101 個から 150 個ま

で 
１個１回当り 0.020 

151 個以上 １個１回当り 0.017 

多信号式 

煙感知器 

50 個まで １個１回当り 0.034 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.032 

101 個以上 １個１回当り 0.030 

熱（定

温）煙複

合式感知

器 

50 個まで １個１回当り 0.039 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.037 

101 個以上 １個１回当り 0.035 

赤外線・

紫外線炎

感知器 

50 個まで １個１回当り 0.063 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.061 

101 個以上 １個１回当り 0.059 

光電式分離型感知器（受光部と

送光部） 

 

１ セ ッ ト １ 回 当 り 0.199  
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9.自動火災報知設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

アナログ

式熱感知

器 

50 個まで １個１回当り 0.033 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.031 

101 個以上 １個１回当り 0.029 

アナログ

式煙感知

器 

50 個まで １個１回当り 0.042 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.040 

101 個以上 １個１回当り 0.038 

自動試験

機能付熱

感知器 

50 個まで １個１回当り 0.009 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.007 

101 個以上 １個１回当り 0.005 

自動試験

機能付煙

感知器 

50 個まで １個１回当り 0.015 

 
51 個から 100 個まで １個１回当り 0.013 

101 個以上 １個１回当り 0.011 

Ｒ型受信機   見積りによる。 

中継器 １個１回当り 0.019  

Ｐ型１級発信機 １個１回当り 0.010 
 

Ｐ型２級発信機 １個１回当り 0.010 

表示灯 １灯１回当り 0.006  

音響装置（地区） １個１回当り 0.007  

消火栓起動装置 １個１回当り 0.059  

常用電源 １組１回当り 0.028  

予備電源（受信機のみ）  １組１回当り 0.094  

非常電源 
自家発電設備の場合 １組１回当り 0.192 ・受信機内蔵の予備電源が、非常電源の

容量を下回っている場合に限る。 蓄電池設備の場合 １組１回当り 0.115 

(2)総合点検  

１Ｙ 

受信機Ｐ

型１級 

19 回線以下 １面１回当り 0.098 

 

10 回線以内増すごと

に 
１面１回当り 0.028 

受信機Ｐ型２級 １面１回当り 0.077 

受信機Ｐ型３級 １面１回当り 見積りによる。 

煙感知器 

50 個まで １個１回当り 0.054 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.047 

101 個から 150 個ま

で 
１個１回当り 0.040 

151 個以上 １個１回当り 0.035 

多信号式 

煙感知器 

50 個まで １個１回当り 0.055 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.055 

101 個以上 １個１回当り 0.055 

熱（定

温）煙複

合式感知

器 

50 個まで １個１回当り 0.053 

51 個から 100 個まで １個１回当り 0.053 

101 個以上 １個１回当り 0.053 

光電式分離型感知器（受光部と

送光部） 
１ セ ッ ト １ 回 当 り 0.453 
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9.自動火災報知設備 (2)総合点検 

１Ｙ 

アナログ

式煙感知

器 

50 個まで 

 
１個１回当り 0.084 

 51 個から 100 個まで １個１回当り 0.084 

 101 個以上 １個１回当り 0.084 

Ｒ型受信機  見積りによる。 

 

【ガス漏れ火災警報設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

10.ガス漏れ火災警報 

設備 

(1)機器点検 

 

６Ｍ 

受信機 

（個別） 

19 回線以下 １面１回当り 0.123 

 10 回線以内増すご

とに 
１面１回当り 0.026 

受信機 

（多重） 

30 回線以下 １面１回当り 0.221 

 １ユニット増すご

とに 
１面１回当り 0.028 

表示盤 

19 回線以下 １面１回当り 0.059 

 10 回線以内増すご

とに 
１面１回当り 0.011 

検知器 

（警報付） 

50 個以下 １個１回当り 0.036 

 

 

51 個以上 １個１回当り 0.034 

検知器 

(警報なし) 

50 個以下 １個１回当り 0.029 

51 個以上 １個１回当り 0.028 

中継器 １個１回当り  0.011 

警報装置 １個１回当り 0.007 

表示灯 １灯１回当り 0.007 

常用電源 １組１回当り  0.034  

予備電源（受信機のみ） １組１回当り  0.119  

(2)総合点検  

１Ｙ 

受信機（個

別） 

19 回線以下 １面１回当り 0.120 

10 回線以内増すご

とに 
１面１回当り 0.034 

受信機（多

重） 

30 回線以下 １面１回当り 0.158 

１ユニット増すご

とに 
１面１回当り 0.037 

検知器（警

報付） 

50 個以下 １個１回当り 0.075 

51 個以上 １個１回当り 0.064 

検知器（警

報なし） 

50 個以下 １個１回当り 0.069 

51 個以上 １個１回当り 0.058 
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【漏電火災警報器】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

11.漏電火災警報器 (1)機器点検 

６Ｍ 

電源 １組１回当り 0.031 
 

受信機 １面１回当り 0.036 

音響装置 １組１回当り 0.007  

変流器 １組１回当り 0.043 
 

(2)総合点検 １Ｙ 漏洩電流検出状況及び音響装置 １組１回当り 0.091 

 

【非常警報設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

12.非常警報設備 

a.自動式サイレン

又は非常ベル 

(1)機器点検 

６Ｍ 

操作部（電源部） １組１回当り 0.089 

 

起動装置（発信機、押しボタ

ン） 
１組１回当り 0.013 

音響装置 １組１回当り 0.007 

表示灯 １灯１回当り 0.006 

(2)総合点検 １Ｙ 操作部（電源部） １組１回当り 0.103 

b.放送設備 (1)機器点検 

６Ｍ 

増幅器操作部 

200Ｗ以下    １台１回当り 0.357 ・自動火災報知設備連動の場合は、0.047

を加算。  100Ｗ増すごと

に 
１台１回当り 0.047 

スピーカ回線 

スピーカ    

50 個まで 
１個１回当り 0.013 

 51 個から 100

個まで 
１個１回当り 0.011 

 101 個以上 １個１回当り 0.010 

音量調整器（アッテネーター） １個１回当り 0.006 ・スピーカーと別置の場合に適用。 

遠隔操作器 １台１回当り 0.246  

 
起動装置 

押しボタン １個１回当り 0.013 

非常電話  １個１回当り 0.022 

常用電源 １組１回当り 0.029 

予備電源（増幅器のみ） １組１回当り 0.119 

(2)総合点検 
１Ｙ 

音圧確認、非常電源による総合

作動等 
１式１回当り 見積りによる。 

 

【誘導灯及び誘導標識】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

13.誘導灯及び誘導標

識 

機器点検 

６Ｍ 

誘導

灯 

50 灯まで １灯１回当り 0.026 

 51 灯から 100 灯まで １灯１回当り 0.024 

101 灯以上 １灯１回当り 0.022 

誘導標識 １枚１回当り 0.004  
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【避難器具】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

14.避難器具 (1)機器点検 

６Ｍ 

緩

降

機 

建築物の地上階数 ６

以下 
１組１回当り 0.255 

・地上階数が 11 を超える場合、当該階

数 11 の歩掛りを基準として、階数が

５以内を増すごとに 0.043 を加算す

る｡ 
建築物の地上階数 ７

以上 11 以下 
１組１回当り 0.298 

避

難

は

し

ご 

建築物の地

上階数 ２ 

ロープ

又は金

属 

１組１回当り 0.128 

・地上階数が６を超える場合、当該階数

６の歩掛りを基準として、階数が１を

増すごとに、0.043 を加算する｡ 

固定 １組１回当り 0.064 

建築物の地

上階数 ３ 

ロープ

又は金

属 

１組１回当り 0.149 

固定 １組１回当り 0.064 

建築物の地上階数 ４ １組１回当り 0.107 

建築物の地上階数 ５ １組１回当り 0.149 

建築物の地上階数 ６ １組１回当り 0.192 

救

助

袋 

建築物の地上階数 ３ １組１回当り 0.425 ・地上階数が５を超える場合、当該階数

５の歩掛りを基準として、階数が１を

増すごとに 0.043 を加算する。 
建築物の地

上階数 ４ 

垂直式 １組１回当り 0.446 

斜降式 １組１回当り 0.468 

建築物の地

上階数 ５ 

垂直式 １組１回当り 0.468 

斜降式 １組１回当り 0.511 

(2)総合点検 

１Ｙ 

緩

降

機 

建築物の地上階数３以

下 
１組１回当り 0.128 

・地上階数が５を超える場合の緩降機の

歩掛りは、当該階数５の歩掛りを基準

として、階数が１を増すごとに 0.043

を加算する｡ 
建築物の地上階数 ４ １組１回当り 0.170 

建築物の地上階数 ５ １組１回当り 0.214 

避

難

は

し

ご 

建築物の地

上階数 ２ 

ロープ又

は金属 
１組１回当り 0.022 

 

固定 １組１回当り 0.022 

建築物の地

上階数 ３ 

ロープ又

は金属 
１組１回当り 0.022 

固定 １組１回当り 0.022 

建築物の地上階数 ４ １組１回当り 0.022 

建築物の地上階数 ５ １組１回当り 0.022 

建築物の地上階数 ６ １組１回当り 0.022 

救

助

袋 

建築物の 

地上階数

３ 

垂直式 １組１回当り 0.214 ・地上階数が５を超える場合、当該階数

５の歩掛りを基準として、階数が１を

増すごとに、垂直式のものにあっては

0.022 を、斜降式のものにあっては

0.043 を加算する｡ 

斜降式 １組１回当り 0.298 

建築物の 

地上階数

４ 

 

垂直式 １組１回当り 0.214 

斜降式 １組１回当り 0.298 
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14.避難器具 (2)総合点検 

１Ｙ  
建築物の 

地上階数

５ 

垂直式 １組１回当り 0.214 
 

斜降式 １組１回当り 0.298 

 

【排煙設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

15.排煙設備 

（防火戸、防火ダンパ

ー等を含む） 

(1)機器点検 

６Ｍ 

制御

盤 

10 回線以下 １面１回当り 0.173 

 11 回線以上 1回線増す

ごとに追加 
１ 回 線 １ 回 当 り 0.005 

ダン

パー 

ＦＤ以外 

50 個まで １個１回当り 0.077 ・手動復帰式の場合は、この表に示され

た歩掛りに 1.5 を乗ずる｡ 51 個から

100 個まで 
１個１回当り 0.068 

101 個以上 １個１回当り 0.059 

ＦＤ  １個１回当り 0.015  

排煙

口 

50 個まで １個１回当り 0.070  

 
51 個から 100 個まで １個１回当り 0.062 

101 個以上 １個１回当り 0.055 

防火

戸 

ドア式

（片開き

扉・常

開） 

50 枚まで １枚１回当り 0.051 
・常閉防火戸の歩掛りは、2.1.3 内部 5.

内部建具（1）扉・枠による。 

51 枚から

100 枚まで 
１枚１回当り 0.047  

101 枚以上 １枚１回当り 0.043  

ドア式 

（両開き

扉・常

開） 

50 枚まで １枚１回当り 0.094  

51 枚から

100 枚まで 
１枚１回当り 0.085 

・常閉防火戸の歩掛りは、2.1.3 内部 5.

内部建具（1）扉・枠による。 

101 枚以上 １枚１回当り 0.077  

ドア式温

度ヒュー

ズ型 

50 枚まで １枚１回当り 0.021  

51 枚から

100 枚まで 
１枚１回当り 0.018  

101 枚以上 １枚１回当り 0.015  

引戸式ウ

ェイト閉

鎖型 

煙連動の 

場合 
１枚１回当り 0.204  

煙連動なし

の場合 
１枚１回当り 0.153  

引戸式折

たたみ型 

煙連動の

場合 
１枚１回当り 0.153  

煙連動なし

の場合 
１枚１回当り 0.102  

電動

式シ

ャッ

ター 

50 枚まで  １枚１回当り 0.120 ・煙連動なしの場合は、この表に示され

た歩掛りに 0.7 を乗ずる。 51 枚から 100 枚まで １枚１回当り 0.109 

101 枚以上  １枚１回当り 0.101 
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15.排煙設備 

（防火戸、防火ダンパ

ー等を含む） 

(1)機器点検 

６Ｍ 

手動

式シ

ャッ

ター 

50 枚まで  １枚１回当り 0.094  

51 枚から 100 枚まで １枚１回当り 0.085 

101 枚以上  １枚１回当り 0.077 

可動

防煙

壁 

50 連まで  １連１回当り 0.070  

51 連から 100 連まで １連１回当り 0.062 

101 連以上  １連１回当り 0.055 

垂直降下式防煙壁 １枚１回当り 0.153  

  

 

ハッ

チ 

50 台まで  １台１回当り 0.070 ・手動式の場合は、この表に示された歩

掛りに 0.7 を乗じたものとする｡ 51 台から 100 台まで １台１回当り 0.062 

101 台以上  １台１回当り 0.055 

自然

排煙

口

（排

煙

窓） 

50 組まで  １組１回当り 0.018 

 

51 組から 100 組まで １組１回当り 0.015 

101 組以上 １組１回当り 0.013 

  
機械

排煙

設備 

モーターエンジン駆動

の場合 
１台１回当り 0.483 

エンジン駆動の場合 １台１回当り 0.386 

モーター駆動の場合 １台１回当り 0.193 

起動盤 １面１回当り 0.186 

(2)総合点検 １Ｙ 各種動作確認等 １式１回当り 見積りによる。  

 

【消防用水】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

16.消防用水 機器点検 

６Ｍ 

採水口 １箇所１回当り 0.068  

吸管投入口 １箇所１回当り 0.068  

標識 １枚１回当り 0.004  

開閉弁 １個１回当り 0.017  

 

【連結送水管】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

17.連結送水管 (1)機器点検 

６Ｍ 

加圧送水装置 １組１回当り 0.367 ・湿式に限る。 

制御盤 １面１回当り 0.246 

起動用スイッチ １個１回当り 0.011 

表示灯 １灯１回当り 0.007 

表示盤 １面１回当り 0.055 

放水用器具格納箱 １組１回当り 0.102  

送水口 １組１回当り 0.068  

 
 

 放水口 １組１回当り 0.014  
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17.連結送水管 (2)総合点検 

― 

ホースの耐圧性能 １組１回当り 見積りによる。 

・ホースの製造年の末日から 10 年を経

過した日以降に点検を行う場合に限

る。ただし、ホースの耐圧性能に関

する点検を行ってから３年を経過し

ていない場合を除く。 

配管の耐圧機能 １組１回当り 見積りによる。 

・配管を設置した日から 10 年を経過し

た日以降に点検を行う場合に限る。

ただし、配管の耐圧機能に関する点

検を行ってから３年を経過していな

い場合、及び屋内消火栓設備と当該

配管を共用している部分を除く。 

１Ｙ 非常電源による作動確認等 １式１回当り 見積りによる。  

 

【連結散水設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

18.連結散水設備 機器点検 

６Ｍ 

加圧送水装置 １組１回当り 0.367  

制御盤 １面１回当り 0.246  

起動装置 １組１回当り 0.311  

ヘッド 1 個１回当り 0.001  

選択弁 １個１回当り 0.144  

一斉開放弁 １面１回当り 0.188  

表示盤 １面１回当り 0.055  

送水口 １組１回当り 0.068  

 

【非常コンセント設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

19.非常コンセント設

備 

機器点検 
６Ｍ 

単相   100V １個１回当り 0.028  

３相   200V １個１回当り 0.031  

 

【無線通信補助設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

20.無線通信補助設備 機器点検 

６Ｍ 

保護箱 １個１回当り 0.036  

端子 １個１回当り 0.022 
 

増幅器 １個１回当り 0.068 

分配盤 １個１回当り 0.022  

空中線 １式１回当り 0.045  

同軸ケーブル及び漏洩同軸

ケーブル 
10ｍ１回当り 0.022  
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【非常電源専用受電設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

21.非常電源専用受電

設備 

(1)機器点検 

６Ｍ 

低圧受電設備 １式１回当り 0.147  

高圧受電

設備 

300kVA 以下 １式１回当り 0.351 

 300kVA 超  

 1,000kVA 以

下 

１式１回当り 0.566 

(2)総合点検  

１Ｙ 

低圧受電設備 １式１回当り 0.134  

高圧受電

設備 

300kVA 以下 １式１回当り 0.316 ・歩掛りには保護継電器の点検を含まな

い｡ 300kVA 超  

1,000kVA 以下 
１式１回当り 0.545 

保護継電

盤     

過電流 １組１回当り 0.219 
 

地絡  １組１回当り 0.145 

 

【配線】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

22.配線 総合点検 １Ｙ 絶縁抵抗測定及び配線点検 １式１回当り 0.100 ・建物単位とする｡ 

 

【その他の防災設備】 

・パッケージ型消火設備 

・パッケージ型自動消火設備 

・総合操作盤 

・火災通報装置 

・フード用簡易自動消火装置 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

23.その他の防災設備 (1)機器点検 ６Ｍ  １組１回当り 見積りによる。  
(2)総合点検 １Ｙ  １組１回当り 見積りによる。 

 

 

 

2.5.3 建築基準法関係防災設備 

 (a) 歩掛り表は、共通仕様書の年２回の外観点検及び機能点検のうち 1回と、年 1回の総合点検を同時に実施することを前提としている。 

 （b）自動火災報知設備や排煙設備等の消防法に基づき実施した点検等の記録又は共通仕様書に基づき実施した別契約の点検等の記録等をもって点検（確認）する場合は、見積りの条件とする。 

 

【非常用照明装置】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

1.非常用照明装置 (1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

(2)照度測定 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。 

 
(3)予備電源 

(内蔵型を除く) 
１Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  
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【防火戸・防火シャッター】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

2.防火戸・防火シャ

ッター 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

(2)総合点検 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。 

 

【耐火クロススクリーン】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

3.耐火クロススクリ

ーン 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。 

・機能点検の１Ｙの項目を除く 

(2)総合点検  １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  

 

【ドレンチャーその他水幕を形成する防火設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

4. ドレンチャーその

他水幕を形成する

防火設備 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

(2)総合点検 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。 

 

【防火ダンパー】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

5.防火ダンパー (1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

(2)総合点検 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。 

 

 

 

 

【排煙設備】 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

6.排煙設備【自然排

煙口】 

外観点検及び機能点

検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

7.排煙設備【機械排

煙設備】 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

 (2)総合点検 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  

8.排煙設備【特殊な

構造の排煙設備】 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

 (2)総合点検 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  
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9.排煙設備【加圧防

排煙設備】 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。  

 (2)総合点検 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  

10.予備電源【自家発

電装置】 
 １Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  

11.予備電源【直結エ

ンジン】 

(1)外観点検及び機

能点検 
６Ｍ  １式１回当り 見積りによる。 

・エンジンの始動、停止を除く 

 
(2)エンジンの始

動、停止 
１Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  

 

【その他の避難設備等】 

・バルコニー、防護柵等 

・避難器具 

・特別避難階段附室の外気に向かって開くことが出来る窓 

・階段 

・廊下、出入口、避難上有効なバルコニー、階段、特別避難階段の物品等の放置等 

・非常用エレベーター乗降ロビー 

・非常用進入口等 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 

12.その他の避難設備

等 

外観点検及び機能点

検 
１Ｙ  １式１回当り 見積りによる。  
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2.6 搬送設備 

2.6.1 エレベーター 

(a) フルメンテナンス契約の歩掛りは、工事完成後 20 年以内の場合に適用する。 

(b) 歩掛り表の分類等に示す仕様と異なる仕様のエレベーターの場合は、表Ａよりその項  

 目及び単位数に応じ、保全技師Ⅰ及び保全技師補の各歩掛りに増減率を乗じた数値を、 

当該歩掛りに加算又は減算する。また、高稼働のエレベーターの場合は、表Ｂの乗率を 

上記の総和に乗じる。 

(c) (4)「付加装置」は、実状に合わせて適用する。また、表の項目にない付加装置の点検 

 を行う場合は、別途見積りのうえ加算する。 

なお、法定点検費用及び法定検査費用は見積りによる。また、労働安全衛生法、人事 

   院規則等に基づく性能検査費用及び検査申請料は見積りによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 

エレベーター (1)ロープ式エレベ

ーター（機械室あ

り・マイコン制

御） 

１Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合  

標準停止階床数   積載量    速  度 

１台１年当り 

  

 

 

 

 

 

 

   10    1,000 ㎏未満  105～90m/min 7.6 6.7 

   ８    1,000 ㎏未満  60～45m/min 6.5 5.8 

   ３    1,000 ㎏未満  60～45m/min 5.5 5.0 

   ２    1,000 ㎏未満  60～45m/min 5.3 4.8 

②フルメンテナンス契約の場合 

標準停止階床数   積載量    速  度 

１台１年当り 

  

   10    1,000 ㎏未満  105～90m/min 9.9 8.7 

   ８    1,000 ㎏未満  60～45m/min 8.4 7.5 

   ３    1,000 ㎏未満  60～45m/min 7.2 6.4 

   ２    1,000 ㎏未満  60～45m/min 7.0 6.2 

(2)ロープ式エレベ

ーター（機械室な

し） 

 １Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合  

標準停止階床数   積載量    速  度 

１台１年当り 

 

 

 

 

   10   1,000 ㎏未満  105～90m/min 7.6 6.7 

   ８    1,000 ㎏未満  60～45m/min 6.5 5.8 

   ３    1,000 ㎏未満  60～45m/min 5.5 5.0 

   ２    1,000 ㎏未満  60～45m/min 5.3 4.8 

②フルメンテナンス契約の場合 

標準停止階床数   積載量    速  度 １台１年当り 
  

   10    1,000 ㎏未満  105～90m/min 9.9 8.7 

      ８    1,000 ㎏未満  60～45m/min  8.4 7.5  

表Ａ エレベーターの仕様による増減率  

項  目 単 位 増減率 

①標準停止階床数より停止階床数の増減した分に対する増減率 1 台１階当り ± 3% 

②通過階床数に対する増率（扉がない場合） 1 台１階当り ＋1.5% 

③非常用エレベーターに対する増率 １台当り + 10% 

④身体障害者用（車いす仕様）エレベーターに対する増率 １台当り + 5% 

⑤遠隔点検機能付昇降機(マイコン式エレベーター）に対する増率 １台当り + 5% 

⑥積載量より増加した分に対する増率（油圧式を除く）     

 1,000kg 以上 2,000kg 未満  １台当り + 5% 

 2,000kg 以上 3,000kg 未満  １台当り + 10% 

 3,000kg 以上 5,000kg 未満  １台当り + 20% 

 5,000kg 以上  １台当り + 30% 

 

表Ｂ 高稼働エレベーターの乗率 

高稼動エレベーター（油圧式エレベーターを除く） 

 起動回数が 24,000 回/月以上又は走行時間が 100ｈ/月以上の場合  
 １台当り + 9％ 
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エレベーター      ３    1,000 ㎏未満  60～45m/min 7.2 6.4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ２    1,000 ㎏未満  60～45m/min 7.0 6.2 

 
(3)油圧乗用（間接

式） １Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合  

標準停止階床数   積載量    速  度 １台１年当り 
  

   ４    1000 ㎏未満   45m／min 5.6 5.0 

②フルメンテナンス契約の場合 

標準停止階床数   積載量    速  度 １台１年当り 
  

 

   ４    1000 ㎏未満   45m／min 7.2 6.4 

(4) 付加装置 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合  

ｲ 地震時管制運転装置 

１台１年当り 

― ― 

a 普通級 0.16 0.14 

b 普通級（Ｐ波検知付） 0.25 0.22 

ﾛ 火災時管制運転装置 １台１年当り 0.12 0.11 

ﾊ 非常用発電時管制運転装置（自家発時管制運

転装置） 
１台１年当り 0.15 0.13 

ﾆ 停電時救出運転装置 

１台１年当り 

― ― 

a ロープ式用 0.27 0.24  

  b 油圧式用 0.22 0.20  

ﾎ 自動放送装置 １台１年当り 0.09 0.08  

ﾍ 監視盤・警報盤  見積りによる。  

ﾄ 群管理（マイコン制御）  見積りによる。  

ﾁ 遠隔監視装置（故障自動通報システム） １台１年当り 1.08 0.96 ・遠隔点検を行う場合には加算は不要。 

ﾘ マルチビームドアセーフティー  見積りによる。  

ﾇ 超音波ドアセーフティー  見積りによる。  

ﾙ かご内防犯カメラ  見積りによる。 

 ｦ かご内クーラー  見積りによる。 

ﾜ 長周期センサー地震時管制運転  見積りによる。 

ｶ 戸開走行保護装置 １台１年当り 0.28 0.23  

②フルメンテナンス契約の場合    

ｲ 地震時管制運転装置 

１台１年当り 

－ － 

 

a 普通級 0.22 0.20 

b 普通級（Ｐ波検知付） 0.33 0.30 

ﾛ 火災時管制運転装置 １台１年当り 0.14 0.13 

ﾊ 非常用発電時管制運転装置（自家発時管制

運転装置） 
１台１年当り 0.19 0.17 

ﾆ 停電時救出運転装置 
１台１年当り 

－ －  

a ロープ式用 0.58 0.51  

  b 油圧式用  0.40 0.36 

 
ﾎ 自動放送装置 １台１年当り 0.17 0.15 

ﾍ 監視盤・警報盤  見積りによる。 

ﾄ 群管理（マイコン制御）  見積りによる。 
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ﾁ 遠隔監視装置（故障自動通報システム） １台１年当り 1.21 1.07 ・遠隔点検を行う場合には加算は不要。 

ﾘ マルチビームドアセーフティー  見積りによる。  

ﾇ 超音波ドアセーフティー  見積りによる。 
 

ﾙ かご内防犯カメラ  見積りによる。 

ｦ かご内クーラー  見積りによる。 
 

ﾜ 長周期センサー地震時管制運転  見積りによる。 

ｶ 戸開走行保護装置 １台１年当り 0.83 0.69  

 

2.6.2 エスカレーター 

(a) フルメンテナンス契約の歩掛りは、工事完成後 20 年以内の場合に適用する。 

(b) 歩掛り表の分類等に示す仕様と異なる仕様のエスカレーターの場合は、表によりその項目及び単位数に応じ、保全技師Ⅰ及び保全技師補の各歩掛りに増減率を乗じた数値を、当該歩掛りに加算又は減算する。 

なお、法定点検費用及び法定検査費用は見積りによる。また、労働安全衛生法、人事院規則等に基づく性能検査費用及び検査申請料は見積りによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 

エスカレーター (1)階高 7ｍ未満 

１Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合 

標準階高      速度 

 4ｍ       30ｍ／min 

 

１台１年当り 

 

 

8.4  

 

 

7.5  

 

 

 ②フルメンテナンス契約の場合 

標準階高     速度  

 4ｍ       30ｍ／min 

 

１台１年当り 

 

 

11.6  

 

 

10.3  

 
 

 (2)階高 7ｍ以上 

１Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合 

標準階高     速度 

 7ｍ       30ｍ／min 

 

１台１年当り 

 

 

10.1  

 

 

9.0  

 

 ②フルメンテナンス契約の場合 

標準階高     速度  

 7ｍ        30ｍ／min 

 

１台１年当り 

 

 

14.3  

 

 

12.7  

 

 

 

(3)動く歩道（パレ

ット式） 
②フルメンテナンス契約の場合 

標準機長      速度 

20m           30ｍ／min 

 

１台１年当り 

 

 

16.0  

 

 

14.2  

 

 

 

 

エスカレーターの仕様による増減率 

項  目 単 位 増減率 

①標準階高より階高の増減した分に対する増減率 0.5ｍごと当り ±3.5% 

②標準機長より機長が長いパレット式動く歩道（ベルト式を除く）に対する増減率 1.0ｍごと当り ±3.5% 

③自動運転停止装置付エスカレーターに対する増分 １台当り +10% 

④速度切替付エスカレーターに対する増分 １台当り +5% 

⑤稼働時間の多いエスカレーターに対する増

率（標準稼動時間は 12ｈ/日） 

12ｈ/日を超え 18ｈ/日以下 １台当り +15% 

18ｈ/日を超える場合 １台当り +30% 
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2.6.3 小荷物専用昇降機 

(a) フルメンテナンス契約の歩掛りは、工事完成後 20 年以内の場合に適用する。 

(b) 歩掛り表の分類等に示す仕様と異なる仕様の小荷物専用昇降機の場合は、表によりその項目及   

び単位数に応じ、保全技師Ⅰ及び保全技師補の各歩掛りに下表の増減率を乗じた数値を当該歩掛   

りに加算又は減算する。 

なお、法定点検費用及び法定検査費用は見積りによる。また、労働安全衛生法、人事院規則等   

に基づく性能検査費用及び検査申請料は見積りによる。 

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師Ⅰ 保全技師補 

小荷物専用昇降機  

１Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

①ＰＯＧ契約の場合 

標準停止階床数  積載量   速度 １台１年当り 2.0 1.8 

 
4 階       200kg 以下 25m/min 

① フルメンテナンス契約の場合 

標準停止階床数  積載量   速度 １台１年当り 2.5 2.3 

4 階       200kg 以下 25m/min 

 

2.6.4 機械式駐車設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技術員 保全技術員補 

機械式駐車設備 二段方式機械式駐

車装置 

１Ｍ 

３Ｍ 

６Ｍ 

１Ｙ 

  

見積りによる。 

 

小荷物専用昇降機の仕様による増減率  

項  目 単 位 増減率 

①標準停止階床数より停止階床数の増減した分に対する増減率 1 台１階当り ±3% 

②通過階床数に対する増率（扉が無い場合） 1 台１階当り ＋1.5% 
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2.7 工作物・外構等 

区  分 項  目 
周 期 

（周期Ⅰ） 
分 類 等 単 位 

歩 掛 り (人) 
備  考 

保全技師Ⅲ 

1.工作物 (1)鉄塔 １Ｙ     見積りによる。   

(2)設備架台（デッキ、手

すり等）・囲障（フェ

ンス等） 

１Ｙ 
設備架台（デッキ、手すり等） 設備の投影面積 

100 ㎡１回当り 
0.021 

１Ｙ 囲障（フェンス等） 
周長 50ｍ以下 10ｍ１回当り 0.006   

50ｍ超  10ｍ１回当り 0.004  

(3)煙突 １Ｙ   見積りによる。  

(4)擁壁 １Ｙ  100 ㎡１回当り 0.030 

2.外構 (1)敷地 

（地盤面、歩道、玄関ポ

ーチ、駐車場、敷地内

通路、アスファルト舗

装・コンクリート舗

装、コンクリート平板

舗装・インターロッキ

ングブロック舗装、縁

石等）、視覚障害者誘

導用ブロック、その他

付属物等 

１Ｙ 

1,000 ㎡以下 100 ㎡１回当り 0.015 

 

1,000 ㎡超 100 ㎡１回当り 0.012 

(2)へい 

（コンクリート造、補強

コンクリートブロッ

ク造、組積造等） 

１Ｙ 

100ｍ以下 10ｍ１回当り 0.006 
 

100ｍ超 10ｍ１回当り 0.004 
 

(3)門 １Ｙ  １箇所１回当り 0.010  

(4)排水桝・マンホール・

側溝・街きょ １Ｙ 
排水桝・マンホール ５箇所以下 １箇所１回当り 0.014   

５箇所超  １箇所１回当り 0.010   

６Ｍ 

側溝・街きょ 100ｍ以下 10ｍ１回当り 0.004   

100ｍ超  10ｍ１回当り 0.003   

排水桝・マンホール ５箇所以下 １箇所１回当り 0.014   

５箇所超  １箇所１回当り 0.010   

3.植栽及び緑地 (1)植栽・緑地 １Ｙ    見積りによる。  

(2)屋上緑化システム ３Ｍ    見積りによる。  
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第３章 運転･監視及び日常点検・保守 

 

3.1 建築 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 

歩 掛 り （人） 

備  考 

延べ面積 

2,250 ㎡超 

4,500 ㎡以下 

延べ面積 

4,500 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

延べ面積 

10,000 ㎡超 

22,500 ㎡以下 

延べ面積 

22,500 ㎡超 

  

保全技術員 保全技術員 保全技術員 保全技術員 

建 築 (1)陸屋根 
１Ｍ  100 ㎡１回当り 0.011 0.009 0.009 0.008 

・ルーフドレン、とい及びパラペ

ットを含む。 

(2)トップライト ３Ｍ  １箇所１回当り 0.004 0.003 0.003 0.003 ・２ｍ角程度まで。 

(3)外壁 ３Ｍ  100 ㎡１回当り 0.044 0.039 0.037 0.035  

(4)屋外階段 ３Ｍ  １階１回当り 0.014 0.012 0.011 0.011  

(5)バルコニー ３Ｍ  100 ㎡１回当り 0.021 0.018 0.017 0.016 
 

(6)建具 ア．扉及び枠 ３Ｍ  10 箇所１回当り 0.040 0.036 0.034 0.032 

イ．窓及び枠 
３Ｍ 

窓面積 100 ㎡１回当り 0.056 0.050 0.047 0.044  

可動部分 10 箇所１回当り 0.016 0.014 0.013 0.012  

(7)エキスパンション

ジョイント金物 
３Ｍ  １箇所１回当り 0.003 0.003 0.003 0.003  

(8)視覚障害者誘導用

ブロック 
１Ｄ    巡視点検に含む。  

(9)車いす用駐車スペ

ース 
１Ｄ    巡視点検に含む。  

 

3.2 電気設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

1.電灯・動力設備 (1)照明器具の点灯状

態 
１Ｍ  100 ㎡１回当り ― ― 0.004 

・ホール、廊下、便所等の共用部

分を対象とする。 

(2)照明器具のランプ

交換 
－  延べ面積 100 ㎡ 

１年当たり 
― ― 0.260 

・ＬＥＤ器具を除く 

(3)分電盤 

１Ｍ 

10 面まで １面１回当り ― ― 0.009 

 

11 面から 20 面まで １面１回当り ― ― 0.006 

21 面から 40 面まで １面１回当り ― ― 0.004 

41 面以上 １面１回当り ― ― 0.003 

(4)照明制御盤 １Ｍ   １面１回当り ― ― 0.010 

(5)制御盤 

１Ｍ 

10 面まで １面１回当り ― ― 0.010 

11 面から 20 面まで １面１回当り ― ― 0.008 

21 面から 40 面まで １面１回当り ― ― 0.006 

41 面以上 １面１回当り ― ― 0.004 

(6)電気自動車用充電

装置 １Ｍ  １台１回当り ― ― 0.030 
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2.受変電設備 (1)特別高圧機器 １Ｄ   見積りによる。  

(2) 高 圧

盤、低

圧盤 

閉鎖形 １Ｍ 

配電

盤 

３面まで １面１回当り 0.020 ― ― ・配電盤１面とは 

 0.8Ｗ×2.0Ｄ×2.3Ｈから 

 1.4Ｗ×2.4Ｄ×2.3Ｈ [単位：ｍ] 

 程度の範囲のものとする｡  

・低圧機器用開閉器類の点検を含

む。 

４面から６面まで １面１回当り 0.015 ― ― 

７面から 12 面まで １面１回当り 0.010 ― ― 

13 面から 24 面まで １面１回当り 0.008 ― ― 

25 面以上 １面１回当り 0.006 ― ― 

開放形 １Ｍ  １面１回当り 見積りによる。  

(3)高圧

機器 

変圧器 １Ｗ  1 台１回当り 0.022 ― ―  

１Ｍ  1 台１回当り 0.017 ― ―  

交 流 遮 断

器、断路器、

負 荷 開 閉

器、電磁接

触器 

１Ｄ  1 台１回当り ― 0.011 ― 
構内に設置された負荷開閉器は、

周期を１Ｍとする。 

１Ｍ  1 台１回当り 0.011 ― ―  

計器用変圧

器・変流器 

１Ｗ  1 組１回当り 0.011 ― ―  

１Ｍ  1 組１回当り 0.011 ― ―  

指示計器 
１Ｄ  

高圧盤 

１面１回当り 
― 0.003 ―  

１Ｍ  1 個１回当り 0.002 ― ―  

高圧進相コ

ンデンサ 

１Ｗ  1 台１回当り 0.002 ― ― 直列リアクトルを含む。 

１Ｍ  1 台１回当り 0.011 ― ―  

(4) 低 圧

機器 

指示計器 
１Ｄ  

低圧盤 

１面１回当り 
― 0.003 ―  

１Ｍ  1 個１回当り 0.002 ― ―  

低圧進相コ

ンデンサ 
１Ｗ  1 台１回当り 0.001 ― ―  

3.自家発電設備 (1)自家発電装置 １Ｄ  １組１回当り ― 0.006 ―  

１Ｗ  １組１回当り 0.006 ― ―  

(2)配電盤 １Ｗ  １面１回当り 0.001 ― ―  

１Ｍ  １面１回当り 0.001 ― ―  

(3) 補 機

付属装

置 

始動用蓄電

池装置 

１Ｄ 
整流装置 

１組１回当り ― 0.005 ―  

１Ｗ １組１回当り 0.005 ― ―  

１Ｗ 蓄電池 １組１回当り 0.008 ― ―  

始動用空気

圧縮装置 
１Ｗ  １組１回当り 0.006 ― ― 

 

燃料タンク

等 
１Ｗ  1 基１回当り 0.006 ― ― 

 

冷却水タン

ク 
１Ｗ  1 基１回当り 0.006 ― ― 

 

ラジエータ １Ｗ  1 台１回当り 0.005 ― ―  

換気装置 １Ｍ  1 台１回当り 0.016 ― ―  

 排気管 １Ｍ  １組１回当り 0.004 ― ―  
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 バルブ １Ｍ  1 個１回当り 0.004 ― ―  

(4)試運転 １Ｍ  1 組１回当り 0.020 ― ―  

4.直流電源設備 (1)整流装置 １Ｄ  １組１回当り ― 0.005 ―  

１Ｗ  １組１回当り 0.005 ― ―  

(2)蓄電池 １Ｗ  １組１回当り 0.008 ― ―  

5.交流無停電電源設

備（ＵＰＳ） 

(1)整流装置、インバー

ター装置 

１Ｄ  １組１回当り ― 0.008 ― ・並列運転の場合は 2台目以降 1台

につき当該歩掛の 1/2 を加算す

る。 １Ｗ  １組１回当り 0.018 ― ― 

(2)蓄電池 １Ｗ  １組１回当り 0.008 ― ―  

6.太陽光発電設備 (1)太陽光アレイ 
１Ｍ 

公称出力 20kＷ以下 
１組１回当り ― ― 0.018 

・公称出力 20kW を超える場合は、

10kW 当たり 0.003 を加算する。 

(2)接続箱、集電箱 １Ｍ  １組１回当り ― ― 0.018  

(3)交流集電箱、開閉器  

 箱 
１Ｍ   1.分電盤による。  

(4)パワーコンディシ

ョナー 
１Ｍ  １組１回当り ― 0.018 ― 

 

(5)直流電源設備、交流 

無停電電源設備 
１Ｍ   4.直流電源設備又は 5.交流無停電電源設備による。 

 

(6)発電状況 １Ｄ  １組１回当り ― ― 0.008  

(7)データ収集装置 １Ｍ  １組１回当り ― 0.018 ―  

7.風力発電設備  １Ｄ  １組１回当り 見積りによる。  

8.外灯  １Ｄ  １基１回当り ― ― 0.002  

１Ｍ  １基１回当り ― ― 0.005 ・ランプ交換は含まない｡ 

9.航空障害灯 (1)灯具 １Ｄ  １灯１回当り ― ― 0.012 ・ランプ交換は含まない｡ 

(2)制御盤 １Ｍ  １面１回当り ― 0.012 ―  

10.雷保護設備 (1)突針 １Ｍ  １基１回当り ― ― 0.010  

(2)棟上げ導体 １Ｍ  10m１回当り ― ― 0.001  

11.構内配電線路・

構内通信線路 

  
１Ｍ  1 箇所 1回当り ― ― 0.012 

・電柱、ハンドホール等の数量とす

る。 

３Ｍ  1 箇所 1回当り ― ― 0.012 ・ハンドホール等の数量とする。 
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3.3 機械設備 

 地域冷暖房方式の場合､ 空調設備 (一次側) の運転監視の費用は､ 見積りによる｡ 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

1.温熱源機器  (1)鋳鉄製ボイラー又

は鋼製ボイラー 

１Ｄ 

ボイラー １基１回当り 0.650 0.128 ― 
・複数台設置の場合は､２台目から

保全技師補の歩掛りを 0.084 と

する。 

・大気汚染防止法の排ガス濃度分

析及びばい煙濃度の監視記録を

含む。 
小型ボイラー又は簡易ボイラー １基１回当り ― ― 0.084 

(2) 真空式温水発生機

又は無圧式温水発生

機 

１Ｄ 

 

１基１回当り ― ― 0.084   

(3) 温風暖房機 １Ｄ  １基１回当り ― ― 0.032  

2.冷熱源機器 (1)チリングユニット

又は空気熱源ヒート

ポンプユニット 

１Ｄ 
法定冷凍能力 60 トン以上 １台１回当り ― 0.084 0.128  

法定冷凍能力 60 トン未満 １台１回当り ― ― 0.084  

(2)遠心冷凍機 ４/Ｄ  １台１回当り ― 0.084 0.128  

(3)吸収冷凍機又は吸

収冷温水機（冷凍能

力が単体で 186kW 以

上） 

４/Ｄ 

 

１台１回当り ― 0.084 0.128  

(4)吸収式冷温水機（冷

凍 能 力 が 単 体 で

186kW 未満）又は吸

収冷温水機ユニット 

１Ｄ 

 

１台１回当り ― ― 0.032  

(5)氷蓄熱ユニット １Ｄ  １台１回当り ― 0.084 0.084  

3.空気調和等関連機

器 

(1)オイルタンク 

（地下式） 
１Ｍ 

 
１基１回当り ― 0.021 0.021  

(2)オイルサービスタ

ンク 
１Ｍ 

 
１基１回当り ― ― 0.312  

(3)熱交換器、ヘッダー

又は貯湯タンク １Ｍ 

第１種圧力容器 １基１回当り 0.460 ― ―  

第２種圧力容器又は小型圧力容器 １基１回当り ― ― 0.460  

圧力容器以外 １基１回当り ― ― 0.002  

(4)冷却塔 １Ｗ  １基１回当り ― ― 0.130  

(5)ユニット形空気調

和機、コンパクト形

空気調和機 

１Ｍ 

 

１台１回当り ― ― 0.312  

(6)空気清浄装置 １Ｍ 

 

１台１回当り ― ― 0.312 

・機械室その他同一の場所に複数

台設置している場合は、２台目

から歩掛りを１／２に低減す

る。 

(7)ファンコイルユニ

ット １Ｍ 
露出形（床・天井） １台１回当り ― ― 0.004 

 
隠ぺい形（点検口がある場合） １台１回当り ― ― 0.010 

 (8)ポンプ １Ｗ  １台１回当り ― ― 0.046  
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3.空気調和等関連機

器 

(9)送風機 

１Ｗ 

 

１台１回当り ― ― 0.087 

・換気機械室その他同一の場所に

複数台設置している場合は、２

台目から歩掛りを１／４に低減

する。 

 (10)全熱交換器 １Ｗ  １台１回当り ― ― 0.046 ・カセット形を除く 

 (11)氷蓄熱ユニット １Ｗ  １台１回当り ― ― 0.041  

4.給排水衛生機器 (1)陸上ポンプ １Ｗ 

１Ｍ 
 １台１回当り ― ― 0.190  

(2)水中ポンプ １Ｗ 

１Ｍ 
 １台１回当り ― ― 0.107  

(3)受水タンク・高置タ

ンク 
１Ｍ  １基１回当り ― ― 0.040  

(4)汚水槽・雑排水槽 １Ｍ  １基１回当り ― ― 0.020 

 

(5)水

質の

維持 

飲料水、中央

式給湯設備に

よる給湯水 

１Ｗ 残留塩素測定 １回当り ― ― 0.020 

１Ｄ 外観検査 １回当り ― ― 0.020 

雑用水 
１Ｗ ｐＨ値、残留塩素、臭気、外観 １回当り ― ― 0.030 

２Ｍ 大腸菌群、濁度  見積りによる。  

5.循環ろ過装置     見積りによる。  

 

3.4 監視制御設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

中央監視制御装置 (1) 監 視

制御機

器 

外観 １Ｄ  １組１回当り ― ― 0.010  

装置・機器

等 
１Ｄ  １組１回当り ― 0.010 ―  

(2) 電源装置（ＵＰＳ

装置（簡易形）に限

る） 

１Ｗ  １組１回当り ― ― 0.010  

 

3.5 搬送設備 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

昇降機 (1)エレベーター １Ｄ  １基１回当り ― ― 0.010 ・同一の昇降路、又は隣接する複数

の昇降路内に複数台設置してい

る場合は、２台目からの歩掛りを

１／４に低減する。 

(2)エスカレーター １Ｄ  １基１回当り ― ― 0.002 

２／Ｍ 踏み段クリート・ライザーの確認 １基１回当り ― ― 0.004 

(3)小荷物専用昇降機 １Ｄ  １基１回当り ― ― 0.002 
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第４章 清掃 

 

4.1 清掃 

4.1.1 一般事項 

(a) この歩掛りは､ 原則として事務庁舎に適用する｡ 

(b) 標準歩掛り表で､ 清掃面積により歩掛り欄が分かれているものについては､ 当該建物１棟の清掃面積が該当する欄の歩掛りを使用する｡ 

清掃面積とは､ 当該建物１棟の建物内部の清掃対象床面積の合計をいう｡ 

(c) 単位は､ 清掃対象数量 (面積等) とする｡ 

(d) 建物内部の清掃対象床面積の算出は､ 原則として壁心寸法で算出し､ 柱型・家具・什器等の面積は差し引かない｡ 

(e) 歩掛り表は､ 建物１棟ごとに適用する｡ 

(f) (b)による清掃面積が 10,000 ㎡を超えるものは見積りによる。 

 

4.2 建物内部の清掃 

4.2.1 床の日常清掃 

区  分 項  目 作業内容 周 期 単 位 

歩 掛 り (人) 

備  考 

(b)による清掃面積 

1,000 ㎡

以下 

1,000 ㎡超 

2,000 ㎡以下 

2,000 ㎡超 

5,000 ㎡以下 

5,000 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

清掃員Ｂ 清掃員Ａ 清掃員Ｃ 清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 

1.玄関ホール 弾性床、硬質床 除塵及び部分水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 
0.022 0.011 0.011 0.005 0.006 0.011 0.003 0.009 0.010  

木製床 除塵及び拭き 

2.事務室、会議室 弾性床 除塵及び部分水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 
0.024 0.012 0.012 0.006 0.006 0.012 0.003 0.010 0.011 

 木製床 除塵及び拭き 

繊維床 除塵 １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.031 0.015 0.016 0.007 0.008 0.016 0.004 0.013 0.014 

3.廊下・エレベー

ターホ－ル 

弾性床、硬質床 除塵及び部分水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 
0.022 0.011 0.011 0.005 0.006 0.011 0.003 0.009 0.010 

 木製床 除塵及び拭き 

繊維床 除塵 １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.037 0.018 0.019 0.008 0.010 0.019 0.005 0.016 0.016 

4.便所・洗面所 弾性床又は硬質床 除塵及び全面水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.077 0.038 0.039 0.019 0.019 0.039 0.011 0.033 0.033  

5.湯沸室 弾性床 除塵及び全面水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.104 0.052 0.052 0.026 0.026 0.052 0.014 0.045 0.045  

6.エレベーター 弾性床又は硬質床 除塵及び部分水拭き １Ｄ １台１回当り 0.004 0.002 0.002 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002 
 

フロアマット 除塵 １Ｄ １台 1回当り 0.004 0.002 0.002 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002 

7.階段 弾性床、硬質床 除塵及び部分水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 
0.060 0.030 0.030 0.015 0.015 0.030 0.008 0.026 0.026 

 木製床 除塵及び拭き 

繊維床 除塵 １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.101 0.049 0.052 0.022 0.027 0.052 0.014 0.044 0.044 

8.食堂 弾性床 除塵及び部分水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 
0.048 0.024 0.024 0.012 0.012 0.024 0.006 0.020 0.022  

木製床 除塵及び拭き 

9.浴室・シャワー

ルーム・脱衣室 

硬質床 

（ 浴 室シャワー 

ブース内） 

洗浄 １Ｄ 

 

見積りによる。  

弾性床又は木製床 

（脱衣室） 
除塵及び拭き １Ｄ 

 
見積りによる。  

10.ごみ集積所 硬質床 除塵及び全面水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.025 0.012 0.013 0.006 0.006 0.013 0.003 0.011 0.011  
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4.2.2 床以外の日常清掃 

区  分 作業内容 周 期 単 位 

歩 掛 り (人) 

備  考 

(b)による清掃面積 

1,000 ㎡

以下 

1,000 ㎡超 

2,000 ㎡以下 

2,000 ㎡超 

5,000 ㎡以下 

5,000 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

清掃員Ｂ 清掃員Ａ 清掃員Ｃ 清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 

1.玄関ホール フロアマット除塵､ 扉ガラス部分拭き､ 什器備

品除塵､ ごみ収集及び金属部分除塵 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.044 0.022 0.022 0.011 0.011 0.022 0.006 0.019 0.019  

2.事務室 ごみ収集 １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.010 0.005 0.005 0.002 0.002 0.006 0.001 0.004 0.005  

3.会議室 

ごみ収集 １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.010 0.005 0.005 0.002 0.002 0.006 0.001 0.004 0.005  

什器備品拭き １Ｄ 
什器・備品 

1 ㎡ 1 回当り 
0.001 － 0.001 － － 0.001 － － 0.001  

窓台の除塵及び拭き １Ｄ 
窓台 1㎡ 1回当

り 
0.001 － 0.001 － － 0.001 － － 0.001  

4.廊下・エレベー

ターホール 

ごみ収集 １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.004 0.002 0.002 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002  

手すり拭き １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.020 0.010 0.010 0.005 0.005 0.010 0.002 0.009 0.009  

5.便所・洗面所 

ごみ収集､ 扉・便所面台へだて部分拭き、洗面

台・水栓拭き､ 鏡拭き､ 衛生器具洗浄、衛生消耗

品補充及び汚物収集 

１Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.177 0.088 0.089 0.044 0.044 0.089 0.025 0.076 0.076  

6.湯沸室 流し台洗浄及び厨芥収集 １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.144 0.072 0.072 0.036 0.036 0.072 0.020 0.062 0.062  

7.エレベーター 壁・ 扉・ 操作盤部分拭き、及び扉溝除塵 １Ｄ １台１回当り 0.012 0.006 0.006 0.003 0.003 0.006 0.002 0.004 0.006  

8.階段 

手すり拭き １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.020 0.010 0.010 0.005 0.005 0.010 0.002 0.009 0.009 

 

窓台除塵及び拭き １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.030 0.015 0.015 0.007 0.008 0.015 0.005 0.010 0.015 

9.食堂 洗面台及び鏡拭き、窓台除塵 １Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.022 0.010 0.012 0.005 0.005 0.012 0.002 0.008 0.012  

10.浴室・シャワ

ールーム・脱衣

室 

壁・洗面台・鏡・椅子・洗面器・水栓・シャワー

金具等拭き、ごみ収集、扉部分拭き、足拭きマッ

ト乾燥、脱衣箱・脱衣かご拭き、消耗品補充、排

水口ごみ収集 

１Ｄ  見積りによる。  

11.ごみ集積所 
吸殻収集容器拭き、ごみ収集容器拭き、排水口

（溝）ごみ収集及び扉部分拭き 
１Ｄ  見積りによる。  
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4.2.3 日常巡回清掃 

区  分 作業内容 周 期 単 位 

歩 掛 り (人) 

備  考 

(b)による清掃面積 

1,000 ㎡

以下 

1,000 ㎡超 

2,000 ㎡以下 

2,000 ㎡超 

5,000 ㎡以下 

5,000 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

清掃員Ｂ 清掃員Ａ 清掃員Ｃ 清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ  

1.玄関ホール 床部分水拭き 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.006 0.003 0.003 0.001 0.002 0.003 0.001 0.002 0.003 

 
ごみ収集、フロアマット除塵 

１Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.022 0.011 0.011 0.005 0.006 0.011 0.002 0.009 0.011 

2.廊下・エレベー

ターホール 

ごみ収集、床部分水拭き又は除塵 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.008 0.004 0.004 0.002 0.002 0.004 0.001 0.003 0.004  

3.便所・洗面所 床部分水拭き、洗面台拭き、鏡拭き及び衛生陶器

洗浄 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.122 0.061 0.061 0.030 0.031 0.061 0.017 0.052 0.053 

 
ごみ収集、衛生消耗品補充、汚物収集 

１Ｄ 
床 100 ㎡１回当

り 
0.020 0.010 0.010 0.005 0.005 0.010 0.003 0.007 0.010 

4.湯沸室 床部分水拭き 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.017 0.008 0.009 0.004 0.004 0.009 0.002 0.007 0.008  

5.エレベーター 床部分水拭き １Ｄ １台１回当り 0.014 0.007 0.007 0.003 0.004 0.007 0.002 0.005 0.007  

 

4.2.4 床の定期清掃 

区  分 項  目 作業内容 周 期 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 

1.玄関ホール 弾性床又は木製床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.079 0.160 0.174 

 
弾性床 剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

硬質床 表面洗浄又は一般床洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.079 0.160 0.174 

剥離洗浄   見積りによる。 

2.事務室 弾性床又は木製床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.064 0.127 0.139 

 補修   見積りによる。 

弾性床 剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

繊維床 洗浄 １Ｙ  見積りによる。 

3.会議室 弾性床 表面洗浄 ２Ｍ 100 ㎡１回当り 0.064 0.127 0.139 

 

剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

補修   見積りによる。 

木製床 洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.064 0.127 0.139 

繊維床 洗浄 １Ｙ  見積りによる。 

4.廊下・エレベー

ターホ－ル 

弾性床又は木製床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.069 0.138 0.150 
 

弾性床 剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

硬質床 表面洗浄又は一般床洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.069 0.138 0.150 

 剥離洗浄   見積りによる。 

繊維床 洗浄 １Ｙ  見積りによる。 
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5.便所・洗面所 弾性床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.144 0.288 0.312 
 

剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

 硬質床 表面洗浄又は一般床洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.144 0.288 0.312 
 

剥離洗浄   見積りによる。 

6.湯沸室 弾性床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.138 0.277 0.300 
 

剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

7.エレベーター 弾性床 

 

表面洗浄 １Ｍ 
１台１回当り 

0.011 0.023 0.026 

 

剥離洗浄 ３Ｙ 見積りによる。 

硬質床 表面洗浄又は一般床洗浄 １Ｍ １台１回当り 0.011 0.023 0.026 

剥離洗浄   見積りによる。 

フロアマット 洗浄 ２／Ｍ １台１回当り 0.014 0.024 0.031 

8.階段 弾性床又は木製床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.186 0.373 0.404 

 

弾性床 剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。 

硬質床 表面洗浄又は一般床洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.186 0.373 0.404 

剥離洗浄   見積りによる。 

繊維床 洗浄 １Ｙ  見積りによる。 

9.食堂 弾性床又は木製床 表面洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.064 0.127 0.139  

弾性床 剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。  

10.浴室・シャワ

ールーム・脱衣

室 

弾性床 

 

表面洗浄   見積りによる。  

剥離洗浄 ３Ｙ  見積りによる。  

木製床 洗浄 １Ｍ  見積りによる。  

11.ごみ集積所 硬質床 洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.138 0.277 0.300  

 

4.2.5 床以外の定期清掃 

区  分 作業内容 作業部位 周 期 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
清掃員Ａ 清掃員Ｂ 清掃員Ｃ 

1. 壁 
除塵  １Ｍ 

100 ㎡１回当り 
見積りによる。  

部分拭き  ２／Ｍ 見積りによる。  

2．窓ガラス 

（内部） 
洗浄  ２Ｍ 100 ㎡１回当り  0.202 0.202  

3. 扉 内外洗浄  ２／Ｍ 100 ㎡１回当り 見積りによる。  

4.天井 拭き 
浴室、シャワールーム、

脱衣室 
２／Ｍ 100 ㎡１回当り 見積りによる。  

5.ブラインド スラット等拭き  １Ｙ  見積りによる。  

6.什器備品  拭き  １Ｍ 100 ㎡１回当り 見積りによる。  

7.照明器具 

 （蛍光灯） 

管球・反射板拭き 
 １Ｙ 

４０形蛍光灯２灯用 

１ 個 １ 回 当 り 
－ 0.011 0.011 

・天井高さ 3.5m 以下に

限る。 

管球・反射板・カバー拭

き 
 １Ｙ 

４０形蛍光灯２灯用 

１ 個 １ 回 当 り 
－ 0.037 0.037 

管球・反射板拭き 
 １Ｙ 

ダウンライト 

１個１回当たり 
－ 0.008 0.008  
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8.照明器具 

 （ＬＥＤ灯） 

管球・反射板拭き 
 ３Ｙ 

W:230×L:1,250 

程度１個１回当り 
－ 0.011 0.011 

・天井高さ 3.5m 以下に

限る。 

管球・反射板・カバー拭

き  ３Ｙ 
W:230×L:1,250  

程度１個１回当り 
－ 0.037 0.037 

管球・反射板拭き 
 ３Ｙ 

ダウンライト 

１個１回当たり 
－ 0.008 0.008  

9.吹出口・吸込口 吹出口、吸込口（風量調

整器）、その周辺洗浄 

 

１Ｙ 

天井吹出口 

500×500 程度 

１個１回当り 

－ 0.028 0.028 

・天井高さ 3.5m 以下に

限る。 

・吹出口、吸込口の取り

外し再取付けを行う

場合は、見積りによ

る。 
１Ｙ 

線状吹出口 

長さ 600 程度 

１個１回当り 

－ 0.014 0.014 

１Ｙ 

線状吹出口 

長さ 1.300 程度 

１個１回当り 

－ 0.018 0.018 

１Ｙ 

吹出口 

400×200 程度 

１個１回当り 

－ 0.040 0.040 

１Ｙ 

吸込口 

300×300 程度 

１個１回当り 

－ 0.035 0.035 

10.換気扇 拭き 
 

６Ｍ 

１Ｙ 
 見積りによる。  

11.上記以外（操

作盤、窓台、天

井、扉等） 

拭き又は洗浄 

 
１Ｍ 

２／Ｍ 
 見積りによる。  

 

4.2.6 ごみ運搬処理 

区  分 作業内容 周 期 単 位 

歩 掛 り (人) 

備  考 

清掃面積 

 

1,000 ㎡以下 

清掃面積 

1,000 ㎡超 

2,000 ㎡以下 

清掃面積 

2,000 ㎡超 

5,000 ㎡以下 

清掃面積 

5,000 ㎡超 

10,000 ㎡以下 

清掃員Ｃ 清掃員Ｃ 清掃員Ｃ 清掃員Ｃ 

ごみ運搬処理 中継所から集積所までの運搬 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.003 0.003 0.003 0.003  

分別 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.002 0.002 0.002 0.002  

梱包 
１Ｄ 

床 100 ㎡１回当

り 
0.001 0.001 0.001 0.001  
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4.3 建物外部の清掃 

4.3.1 定期清掃 

区  分 作業内容 周 期 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
清掃員Ｂ 

1.窓ガラス 洗浄 ２Ｍ  見積りによる｡  

2.玄関周り 洗浄 １Ｍ 100 ㎡１回当り 0.333  

3.上記以外（外部建

具、外壁等） 
洗浄   見積りによる｡  

 

4.3.2 日常清掃 

区  分 作業内容 周 期 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
清掃員Ｂ 

1.玄関周り 除塵､水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.022  

2.犬走り 拾い掃き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.006  

3.構内通路 拾い掃き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.006  

4.駐車場 拾い掃き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.006  

5.屋上広場 拾い掃き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.006  

6.喫煙スペース 

(日常清掃・日常巡回清

掃) 

除塵､水拭き １Ｄ 100 ㎡１回当り 0.022 喫煙スペース(日常巡回

清掃)は、日常清掃を含

めて、1日 2 回を想定す

る。 

吸殻収集、 

ごみ収集 
１Ｄ 床 10 ㎡１回当り 0.010 
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第５章 執務環境測定等 

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
保全技師補 保全技術員 保全技術員補 

1.空気環境測定  ２Ｍ   見積りによる。  

2.照度測定  
６Ｍ  

１測定点 

１回当り 
－ 0.005 0.005  

3.吹付け石綿等の点検 (1) 封じ込め又は囲い込み処

理が施工済み箇所の劣化及

び損傷状況 

１Ｙ  
１測定点 

１回当り 
見積りによる。  

(2)封じ込め又は囲い込み処

理が施工されていない箇所

の劣化及び損傷状況 

３Ｍ 
露出部分、気流の流

れのある部分等 １測定点 

１回当り 
見積りによる。  

６Ｍ 
隠ぺい部分その他上

記以外の部分 

(3)濃度測定 
  

１測定点 

１回当り 
見積りによる。  

4.ねずみ等の調査及び防除 (1)調査 

 

２Ｍ 発生しやすい箇所 100 ㎡１回当り 
見積りによる。 

 

６Ｍ 上記以外  

(2)防除   100 ㎡１回当り 見積りによる。  

 

 

 

第６章 警備 

１．施設警備業務の見積は、次の事項を明示する。 

 (1) 業務内容とポスト数 

 (2) 業務の実施日と時間 

２．機械警備業務の見積は、次の事項を明示する。 

 (1) 機械警備業務の範囲（建物平面図、立面図により範囲を明示） 

 (2) 警備業務用機械装置の機能 

 

 

区  分 項  目 周 期 分 類 等 単 位 
歩 掛 り (人) 

備  考 
警備員Ａ 警備員Ｂ 警備員Ｃ 

1.施設警備業務 (1)防犯・防災監視 

   
見積りによる。 

 

(2)エレベーター及びエスカ

レーター管理 

(3)鍵管理 

(4)駐車場管理 

(5)出入管理 

(6)遺失物の取り扱い 

(7)巡回監視 

(8)各種災害時の対応 

(9)急病人等発生時の対応 

(10)業務妨害への対応     

2.機械警備 警備業務用    見積りによる。  


